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要 約 
 

1. 対㇟国䞉地域䛾㛤発ㄢ㢟 

タイ王国㸦以下タイ国とする㸧は、電力の安定供給が厳しくなり、加えて火力発電所か

らの大気汚染物質の放出もあり、今後より一層、省エネへの取り組みが必要となり、㧗効

率の省エネ技術の導入が必要である。 
タイ国の CO2排出量は、2009 年の 208,270 千 t-CO2が、2018 年には 260,312 千 t-CO2

へと増加している。一人当たりの CO2排出量も、2009 年の 3.28t-CO2/人が、3.90t-CO2/人
へと増加している。2015 年 10 月 1 日に提出されたタイ国の INDC は、2030 年には GHG
排出量を、BAU㸦business-as-usual㸧と比࡭ 20%から 25%削減するとしている。 

CO2 排出量に電力セクターの占める割合は、2018 年では 36.2%を占め、セクターでは

最大の排出源である。GHG 削減目標達成のため、「2018 年から 2037 年までの国の長期

電力開発計画㸦以下、PDP 2018㸧」では、省エネルࢠー対策等を行うことで、COP21 合

意に対応し 2037 年の電力の二酸化炭素排出量㸦CO2㸧を、0.283 kgCO2 / kWh、103,845 千

CO2e 相当とするとしている。 
2019 年 1 月の電力の CO2排出量は、0.480kgCO2/kWh と、年々減少しているが、2037

年の電力の CO2 排出量の目標 0.283kgCO2/ kWh を達成するために、今後、さらに 0.197 
kgCO2/ kWh 削減しなければならない。 

目標達成のためには、今後、一層の省エネが望まれる。タイの民生部門㸦家庭・商業・

オフィス・行政機関・公共施設㸧の電力消費量は増加しており、全消費量の約 50%を占め

る。民生業務部門㸦商業・オフィス㸧では、経済発展に伴い、商業施設やオフィスࣅル、

コンࢻミニアム等における空調用エネルࢠーの増加が予想されており、この分野での省エ

ネ推進が課㢟となっている。 
バンコク㤳都圏は世界有数の㧗温多湿の都市で、一日中クーラーによる冷房を必要とす

る日が多い。家庭、商業、公共で使用䛥䜜䜛電力量の内、冷房がかなりの割合を占める。従

って、温室効果࢞ス温室効果࢞ス㸦以下 GHG㸦Greenhouse Gas㸧㸧削減目標達成と省エ

ネルࢠーの促進のためには、㧗効率な冷房空調用設備の普及が望まれる。 
バンコク㤳都圏は、都市化の影響と見られるヒートアイランࢻ現象が発生しており、都

心部の気温が、郊外に比࡭て上昇している。ヒートアイランࢻ現象の主な要因の一つは、

クーラーなどからの人工排熱の増加である。㧗効率のインバーターエアコンも空気熱源ヒ

ートポンプであり、㧗温の外気を利用し、冷房排熱を外気に排熱するため、ヒートアイラ

ンࢻ現象の加速に繋がる。ヒートアイランࢻ現象を抑制する地中熱利用による冷房システ

ムの導入、普及が望まれる。 
2011 年にエネルࢠー省㸦Ministry of Energy:MOE㸧により、タイにおけるエネルࢠーに

関して安全保障面・経済面・環境面のそれࡒれにおいて改善させることを目的に、省エネ

ルࢠー計画である「エネルࢠー効率開発 20 年計画㸦Thailand 20-year Energy Efficiency 
Development Plan (2011-2030)㸧」が策定された。安全保障面としては国内のエネルࢠー

需要に応えられる体制を構築すること、経済面としては国民や企業にとって妥当なエネル

ー価格を維持すること、環境面としては環境や地域社会への影響を減らすことを目指しࢠ

ている。 具体的な目標として、2030 年にはエネルࢠー原単位を、2010 年比で 25%低減

させることを目標に掲ࡆている。  
2015 年に、同計画の改訂版である「エネルࢠー効率化計画㸦Energy Efficiency Strategy 

for Thailand for the next 20 years㸧」 が策定された。電源開発計画や第 11 次国家経済社

会開発計画との整合性を図りつつ、2036 年にはエネルࢠー原単位を 2010 年比で BAU ケ

ースから 30%低減させる目標に更新され、最終エネルࢠー消費量㸦2036 年標準ケース㸧

187,142ktoe を 56,142ktoe 削減し、131,000 ktoe にすることが目標である。 
目標を達成するためには、電力セクターは、再生可能エネルࢠーの普及とともに、より

一層の省エネへの取り組みが必要となり、㧗効率の省エネ技術の導入が望まれている。 
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2. 提案企業䚸〇品䞉技⾡ 
 
㸯㸧 提案製品・技術の概要 
① 提案企業の概要 

ミサワ環境技術株式会社㸦以下ミサワ環境技術㸧は、地中熱利用の先㥑的企業で、約 30
年以上の施工経㦂を有する。1975 年に創業、1990 年にࢻイツ製ボーリング機を購入して

本格的に地中熱利用事業を開始し、1991 年にはスイス KWT 社と技術提携して本社に地中

熱空調システムを導入した。 
② ターゲット市場 

日本では、大型商業施設、公共施設、大規模ࣅルディング、工場での冷暖房設備・暖房

設備としての導入実績がある。設計・施工した地中熱ヒートポンプシステムの施工件数は

268 件、設備容量は国内企業では最多である。内、ボアホール方式の施工件数は 248 件で、

ボアホールの施工本数は 4,000 本以上である。 
③ 技術の概要 

ルやショッピングモールのような大型施設の空調システムは、冷凍機などの熱源をどࣅ

こに置くかによって「中央㸦熱源㸧方式㸦セントラル空調㸧」と「個別㸦熱源㸧方式㸦ࣅ

ルマルチ空調」の㸰つに大別される。本提案技術は、「中央㸦熱源㸧方式」の空調システ

ムである。 
中央㸦熱源㸧方式は、熱源機器㸦ヒートポンプ等㸧と空気調和機㸦ファンコイル等㸧と

を組み合わせて空調する方式で、冷温水を空気調和機に送水して空調する。 
ヒートポンプは、大きく分けて、空冷式と水冷式がある。 

 
x 空冷式ヒートポンプ ĺ ヒートポンプの凝縮器で外気に放熱し冷水をつくる。 
x 水冷式ヒートポンプ ĺ ヒートポンプの凝縮器で冷却水に放熱し冷水をつくる。 

 
タイ国では、空冷式ヒートポンプで冷房が行われている。本提案の技術は、水冷式のヒ

ートポンプによる冷房である。通常、水冷式は、冷却塔で冷却水を作り、ヒートポンプに

送る。 
バンコク㤳都圏は、チャオプラヤ川のデルタ地帯に位置し、帯水層が広く賦存する㸦図

1 参照㸧。地表から地下 50m 前後までの帯水層の温度は、年間を通して温度がほぼ一定で、

昼間は外気温より冷たい㸦図 2 参照㸧。提案する技術は、冷却塔の代わりに、地中熱交換

器で帯水層に放熱して冷却水を冷して、ヒートポンプに送り、冷水を作ってファンコイル

ユニットに送水して冷房を行う㸦図 3 参照㸧。 
設備は、地中熱交換器、地中熱源ヒートポンプ、室内機等から構成される。バンコク㤳

都圏では、深さ 50m、直径 200mm 程度のボアホール㸦穴㸧に外径 42 mm のポリエチレ

ン製の U チューブ㸦地中熱交換器㸧を挿入し、その後、空隙を砂で充填する。 
タイ国では地中熱利用が行われておらず、東・東南アࢪア地球科学計画調整委員会㸦以

下 CCOP㸦Coordinating Committee for Geoscience Programmes in East and Southeast 
Asia 㸧㸧の実証試㦂で㸰回ボーリングが行われたのみである。タイのボーリング業者は、

熱交換器挿入のためのボーリング技術を有していない。そのため、削孔の際には、孔壁の

崩壊を防止するため、ベントナイトを使用してケーシングパイプを挿入していく。ベント

ナイトは、孔壁に厚い泥壁を形成して孔壁崩壊を防止するため、施工後に泥壁が残り、地

下水の流動を阻害し、採熱効率が低下する。ミサワ環境技術は、ポリマーを利用すること

で、効率的にボーリングを行い、帯水層の地中熱利用を可能にする。ポリマーは、ボーリ

ング後バクテリア等の影響で自然に分解するため、地下水の流動を阻害しない。 
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出典㸸A Pilot Study on Geothermal Heat Pump (GHP) Use for Cooling Operations, and on GHP Site Selection in Tropical 

Regions Based on a Case Study in Thailand  
図 1 バンコク㤳都圏の帯水層 

  
出典㸸産総研 秋田大学 Cooling with ground source heat pumps - lessons learned from South - Eastern Asian countries 

 
図 2 バンコク都の最㧗気温と帯水層の温度 

 

 
図 3 地中熱ヒートポンプシステム 
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㸰㸧 製品・技術の現地適合性 
本案件化調査では、ODA 事業実施予定サイトである国立地質博物㤋でボーリングと熱

応答試㦂㸦以下 TRT㸦Thermal Response Test㸧㸧を実施した。GL-55m までボーリング

した結果、GL-39㹼46m 間は中砂㹼粗砂を主体とする層が分布しており、帯水層であると

考えられる。TRT の結果、国立地質博物㤋の敷地内の Well-1 の見掛け熱伝導率 𝜆௦ は 1.74 
W/m/K、Well-2 は 1.69 W/m/K と推定された。これらの見掛け熱伝導率の値は、一般的な

地下水流れのない土壌よりも㧗い値であることから、地下水流れの影響があると考えられ、

地中熱の利用に有利であると考えられる。 
Uチューブを挿入するボアホールのボーリング本数の概算値は、以下の式で求められる。

熱交換量の数字が大きい値ほど、ボーリング本数が少なくてすむ。 
 

ボアホール本数㸻㹹(冷房能力 kW)㸩(消費電力 kW)㹻 
㸭(熱交換量 W/m)㸭(ボーリング深度 m) 

 
CCOP のバンコク㤳都圏の帯水層の地下環境㸦地下水流速、地下水位、温度等㸧のデー

タを基に、潜在的な地中熱利用の可能性㸦地中熱ポテンシャル㸧が㧗い地域㸦地中熱利用

に適した地域㸧、低い地域を評価し、 地中熱ヒートポンプの導入、普及可能性を評価した。 
 

TRT による有効熱伝導率は、チャオプラヤ川周辺で比較的良い値を示した。この結果よ

り、地下水位が地中熱ヒートポンプシステムの熱交換能力に大きく影響していると考えら

れる。その理由として、地下水位が地表に近いほど地層は水で㣬和されており、地層の有

効熱伝導率が㧗くなるからであると考えられる。従って、タイ国での地中熱利用は川沿い

や氾濫原などの地下水の回復の早い場所や、近くに揚水井戸のない地域で行うのが好まし

いと考えられる。特に人口の多いチャオプラヤ川沿いへの地中熱ヒートポンプシステム設

置が好ましいことから、導入が促進されることによってヒートアイランࢻ現象の抑制に繋

がり、東南アࢪアにおける環境問㢟に寄与できると考えられる。 
 
㸱㸧 開発課㢟解決貢献可能性 

ヒートポンプに電気(燃料)を 1kW 投入したとき、何 kW の熱を奪う㸦冷却する㸧ことが

できるかを表す指標を、成績係数㸦以下 COP㸦Coefficient of Performance㸧㸧と呼び、冷

房機器などのエネルࢠー消費効率の目安として使われており、数値が大きいほど省エネ性

能が優れている。 
提案製品・技術の現地適合性は、バンコク㤳都圏で従来行われてきた空冷式ヒートポン

プによる冷房の代替として、帯水層の地中熱を利用する水冷式ヒートポンプを導入するこ

とによる省エネ効果から、現地適合性を評価した。現地適合性を評価する指標は、COP、
消費電力、電力代、温室効果࢞ス排出量、大気への放出熱量である。冷却能力 82.9kW の

地中熱・水冷ヒートポンプを導入した時の開発課㢟解決貢献の評価結果を、表 1 に示す。 
 

表 1 地中熱源・水冷ヒートポンプと空冷ヒートポンプの比較表 
 

指標 地中熱・水冷 
ヒートポンプ 

空冷 
ヒートポンプ 効果 

COP 3.88 2.83 省エネ率 26% 
年間消費電力量 81.1 MWh 109.0 MWh ▲ 27.9MWh 
年間電力代 1,508 千円 2,021 千円 ▲ 514 千円 
温室効果࢞ス排出量 47.8 tCO2e/年 64.3 tCO2e/年 ▲ 16.4 tCO2e/年 
大気への放出熱量 0 GJ 403.9 GJ ▲ 403.9 GJ 
運転日数㸸310 日  運転時間㸸12 時間 
電力代 月㢠基本料㸸312 バーツ  1kWh 当たり料金㸸5.11 バーツ㸦ピーク時㸦月㹼金㸸9 時

㹼22 時㸧㸧 
0.5897 t-co2/MWh (Combined Margin,2014): IGES List of Grid Emission Factors, 20180405 
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3. ODA事業 

㸯㸧 スキーム 
ODA 事業は、JICA 中小企業・SDGs ネス化事業ࢪࣅ・ネス支援事業の普及・実証ࢪࣅ

に提案する。 
 
㸰㸧 目的 

帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システムを設置し、既存の空気熱源による冷房シ

ステムを代替して冷房を行なう。消費電力をモニタリングして、消費電力量の削減量から、

省エネ効果、電力代削減効果、温室効果࢞スの削減効果、大気中への排熱削減効果を検証

して、技術的・経済的優位性を実証することを目的とする。 
 
㸱㸧 C/P 候補機関組織 

䞉 タイ鉱物資源局㸦以下 DMR㸦Department of Mineral Resources㸧 
䞉 タイ天然資源・環境省㸦Ministry of Natural Resources and Environment: MoNRE㸧

の内部部局の一つで、国立地質博物㤋の所有者。施設の提供と設備の維持管理、

ランニングコストの負担を行う。 
 
㸲㸧 事業実施サイト 

バンコク㤳都圏㸦パトゥンタニ県㸧 国立地質博物㤋㸦DMR 所管㸧 
 
㸳㸧 事業活動 

国立地質博物㤋では、現在、冷房能力 580kW の空気熱源ヒートポンプ 4 台で冷房を行

っている。ODA 事業では、既存の空冷式ヒートポンプによる冷房の一部、即ち事務棟㸦正

式名称は 1 階㸧2 階の事務室を、帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる

冷房に切り替えることで、冷房の消費電力を削減する。 
水冷式ヒートポンプを設置する計画で、冷却能力は 75.2kW を想定している。TRT の結

果、国立地質博物㤋の交換熱量は、43.0W/m であった。ボーリング深度は、50m で U チ

ューブを挿入するボアホールのボーリングは、45 本掘削する。水冷式ヒートポンプは、事

務棟の玄関に設置を予定している。合わせて、モニター設備も設置し、ODA 事業を来訪者

に公開する計画である。対象が事務室に限られており、第三者への説明やデータ計測が容

易である。 
 
㸴㸧 本事業の成果 

成果 1. バンコク㤳都圏の国立地質博物㤋に、水冷式ヒートポンプの排熱を帯水層に

放熱して冷房するシステムの技術と設備が導入される。 
成果 2. バンコク㤳都圏の国立地質博物㤋に設置された帯水層の地中熱源を利用する

水冷式ヒートポンプ冷房システムが、適切に運営が行われ、冷房の消費電力が削減

され、大気中への放熱量と CO2排出量が削減されて、技術の有用性が実証される。 
成果 3.  タイ国で帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの普

及に向けたࢪࣅネス展開計画が策定される。 
 
 
 
㸵㸧 事業の内容(活動内容) 
成果 1 
 

活動 1í㸯 案件化調査結果に基づいて帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒー

トポンプ冷房システムが設計、施工され、設置される 

成果 2   
 

活動 2í㸯 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムが

DMR によって運転、管理が行われて、冷房が行われる。 
活動 2í2 運転、メンテナンスが適切に行われるように、日本での受入活動及び

現地で技術指導を行う。 
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活動 2í3 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの稼働

状況のモニタリング結果を地質博物㤋で公開する。

活動 2í4 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの稼働

時の電力消費量のモニタリングデータにより、冷房の電力代の削減効果、大

気中への放熱量と CO2排出量の削減効果を評価する。 
活動 2-5 エネルࢠー省、DMR、チェラロンコン大学等と評価委員会を設置して、

活動 2-4 の評価結果をもとに、技術的・経済的優位性を評価する。 
成果 3 活動 3í1 ODA 事業活動中に事業計画を作成するとともに、マーケティング、営

業活動を行う。

㸶㸧 ODA を通ࡌて期待される開発効果 
普及・実証・ࢪࣅネス化事業において地質博物㤋に地中熱ヒートポンプによる冷房シス

テムを設置、運用し、電気使用量等のデータを取得して分析し、同システムの有用性を実

証することで、開発課㢟に対する以下の効果が期待できる。

効果 1㸸年間の電気使用量が、98.8MWh から 72.1MWh へと削減され、空冷式ヒート

ポンプに対する省エネ効果が実証される。

効果 2㸸年間の電気使用量が、98.8MWh から 72.1MWh へと削減されることで、年間

CO2排出量が 15.8t-CO2e 削減され、地球温暖化の緩和に貢献することが実証され

る。

効果 3㸸年間の電気使用量が、98.8MWh から 72.1MWh へと削減されることによる電

力料金の削減効果から経済性を評価して、経済的優位性が実証される。

効果 4㸸国立地質博物㤋での公開、セミナーでの発表、HP での発信により普及・実

証・ࢪࣅネス化事業の成果を紹介することで、タイ国における帯水層の地中熱源を

利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システムの有用性及び優位性が認知され

る。

効果 5㸸タイ国で、室内冷房システムとして帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒー

トポンプによる冷房システムの普及が始まり、室内冷房によるヒートアイランࢻ現

象の緩和に貢献する。そして、室内冷房による CO2排出量が削減されて、バンコク

市の「バンコク都気候変動マスタープラン 2013-2023」の目標達成に貢献する。 

4. 䝡䝆䝛䝇展㛤ィ画

㸯㸧 概要

当面は、事業全体のマネーࢪメントは日本で行い、Global Employment Outsourcing （以

下、GEO）サーࣅス提供会社の「現地責任者」が営業活動を行なって、タイ事業をスタート 
したいと考えている。

次のステップで、提携先である企業選定を行い、ミサワ環境技術が 50%未満の出資割合 
でタイ国の協力企業と新たに現地法人「タイ地中熱開発㸦仮称㸧」を設立し、技術移転を

行い、ࢪࣅネス展開がおこなえるようにする計画である。

㸰㸧 期待される開発効果

ネスをタイ国で展開し、帯水層の地中熱を利用したヒートポンプシステムが普及すࢪࣅ

ることにより、以下の効果が期待できる。

効果 1. バンコク㤳都圏をはࡌめ、タイ国のチャオプラヤ平野の都市において空冷式

ヒートポンプで行われている冷房が、帯水層の地中熱を利用したヒートポンプシス

テムに切り替えられる。電力消費量が削減されて、電力需給の緩和に貢献する。

効果 2.電力消費量の削減により、火力発電所からの大気汚染物質の排出量が削減され

る。そして、CO2排出量が削減されて、地球温暖化の緩和に貢献する。 
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効果 3. 帯水層の地中熱を利用した水冷式ヒートポンプシステムに切り替えること

で、ヒートポンプからの排熱は帯水層に放出される。冷房のため、これまで空冷式

ヒートポンプにより大気中に放出されていた熱が削減され、バンコク㤳都圏をはࡌ

め、タイ国のチャオプラヤ平野の都市において、ヒートアイランࢻ現象の緩和に貢

献する。 
効果 4. ベトナムのハノイ、ホーチミン等、アࢪア諸国のデルタ地帯で、帯水層の地

中熱を利用したヒートポンプシステムの普及が始まる。これらの国々でも、電力消

費量削減による電力需給の緩和に貢献する。そして、冷房のためのヒートポンプか

らの排熱が帯水層に放出され、ヒートアイランࢻ現象の緩和に貢献する。 
 
 
5. 日本国内地元⤒済䞉地域活性化䜈䛾㈉献 

ミサワ環境技術は、広島県の業種機械部門において「地中熱エネルࢠーシステム」で、

広島県のオンリーワン/ナンバーワン企業に登録されており、広島県の企業間の技術提携や

新規産業創出への原動力となっている。ミサワ環境技術は、広島県では 40 件、本社が位

置する三次市では 10 件以上納入、「地中熱利用システムの開発・事業化」で環境にやさ

しい技術開発と地域への導入が評価されて、2001 年に「ひろしま環境賞」を受賞、三次市

においても「みよし環境大賞特別賞」を 2007 年に受賞している。この他、2004 年には「地

球温暖化防止活動環境大臣賞」、2009 年に「㣗品産業 CO2 削減大賞農林水産大臣賞」、

2012 年に「サステナブル建築賞小規模建築部門国土交通大臣賞」、2017 年に全建賞をそ

れࡒれ受賞し、広島県北部の三次市より、全国に向けて再生可能エネルࢠー熱である地中

熱の普及に貢献していることが評価されている。 
ミサワ環境技術は、これまでに地中熱事業で全国展開しているものの、東・北日本エリ

アの寒冷地での導入実績が多く、温暖地である特に西日本エリアでの実績は少ない傾向に

ある。今回、熱帯であるタイ国国内にて、冷房主体とする施設において㧗効率な地中熱ヒ

ートポンプシステムの導入実績ができることにより、冷房需要の多い西日本エリアへの市

場展開が容易となる。IKEA 福岡新宮では、実際に冷房需要の大きな施設で、大きな省エネ

効果が得られている。広島県をはࡌめとする西日本エリアにおける冷房需要ないし冷却規

模の大きい施設には、タイ国内での実績・効果が生かせる可能性が大きい。地中熱設備は、

地中熱交換器を設置するためのボーリング工事から配管工事、機器設置工事や制御・計装

工事など多様な業種の企業の参画が可能となる。東・北日本に留まらず、西日本地域にも

省エネ効果の大きい地中熱ヒートポンプシステムの導入・普及が進むことにより、地域の

経済、活性化に大いに貢献できるものである。 
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はࡌめに 
 

 
調査名 

タイ国帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システム案件化調査 
SDGs Business Model Formulation Survey with the Private Sector for Energy-saving 

Cooling System using Groundwater Heat Source in Thailand. 
 
調査の背景 

タイ国では、2015 年に発表された「Energy Efficiency Plan㸦2015-2036㸧㸦以下、EEP2015㸧」
において、2036 年までにエネルࢠー消費原単位㸦GDP 比㸧を 2010 年比で 30%削減する

計画であり、また、パリ協定国別貢献 NDC においては、2030 年に BAU 比 20%の GHG
削減を打ち出しており、省エネルࢠーの促進が急務となっている。 

タイ国の㤳都バンコクの室内冷房のヒートポンプは、す࡭て空気熱源である。経済発展

に伴い、商業施設やオフィスࣅル、コンࢻミニアム等における空調用エネルࢠーの増加が

予想されており、この分野での省エネ推進が課㢟となっている。空気熱源方式による冷房

は、大量の㧗温排熱を大気に放出するため、ヒートアイランࢻ現象・地球温暖化の原因と

なっている。また、空気熱源方式の消費電力量は大きいため、電力受給の逼迫に大きな影

響を与えている。 
電力セクターは、2018 年の CO2 排出量に占める割合が 36.2%を占め、セクターでは最

大の排出源である。この目標達成のため、PDP 2018 では、2037 年の電力の二酸化炭素排

出量㸦CO2㸧を、0.283 kgCO2/ kWh、103,845 千 t-CO2e 相当とするとしている。2019 年

1 月の電力の二酸化炭素排出量㸦CO2㸧は、0.480kgCO2/kWh であり、今後、0.197kgCO2/kWh
削減しなければならない。このため、電力セクターは、CO2排出量削減のために、再生可

能エネルࢠーの普及とともに、より一層の省エネへの取り組みが必要となり、㧗効率の省

エネ技術の導入が必要である。 
 

調査の目的 
バンコク㤳都圏で従来行われてきた空気熱源ヒートポンプによる冷房の代替として、帯

水層の地中熱を利用する㧗効率冷房システムを導入し、電力の消費量と大気中への放熱量

を削減し、ヒートアイランࢻ現象の改善、地球温暖化の緩和に貢献することを目的として、

本案件化調査を行う。 
本案件化調査では、バンコクの空気熱源ヒートポンプの利用の現状を調査するとともに、

帯水層の地中熱を利用する㧗効率冷房システムの技術的、経済的適合可能性を調査する。

そして、これらの調査を基に、具体的な ODA 案件を提案すると共に、ࢪࣅネス展開計画

を策定する。 
 
 

調査対象国・地域 
バンコク㤳都圏㸦バンコク都、ノンタブリ県、サムットプラカン県、パトゥムタニ県、

サムットサコン県、ナコンパトム県㸧、ムアンチエンマイ郡㸦図 4 参照㸧 
 
 

対象地域選定理由 
バンコク㤳都圏は、チャオプラヤ川のデルタ地帯に位置し、帯水層が広く賦存する㸦図

1 参照㸧。地表から地下 50m 前後までの帯水層の温度は、年間を通して温度がほぼ一定で、

昼間は外気温より冷たい㸦図 2 参照㸧。冷却塔の代わりに、帯水層の地中熱を利用する㧗

効率冷房システムを導入し、地中熱交換器で帯水層に放熱して冷却水を冷して、ヒートポ

ンプに送り、冷水を作ってファンコイルユニットに送水して冷房を行う㸦図 3 参照㸧こと



 

 x 

により、冷房電力の消費量を削減するとともに、大気中への冷房排熱を“0”にしてバンコ

ク㤳都圏のヒートアイランࢻ現象の緩和に貢献することが可能なことから選定した。 
 

 

 
 

図 4 事業サイト 
 
 
調査期間、調査工程 
(1) 調査期間 

   調査開始 2019 年 6 月 14 日 
     調査終了 2020 年 6 月 30 日 

 
(2) 作業工程概要 

現地調査は、2019 年 6 月、9 月、10 月、11 月、2020 年㸯月の 5 回行った。作業工程

を表に示す。 
 
x 第 1 回調査 

 
日程 訪問先   調査㡯目 

2019年 
6月 30日 

 
東京 䊻  䝞䞁䝁䜽  ⛣動 

 

7月 1日 
Chulalongkorn University 地中熱利用情報収㞟 
JETRO 䝍䜲事務所 投㈨環境ㄪ査 

7月 2日 
DMR 先方政府機㛵打䛱合䜟䛫 
DGR 帯水層䝫䝔䞁䝅䝱䝹ㄪ査 

7月 3日 
日本大使㤋 報告 
JICA 䝍䜲事務所 JICA㛗期専㛛家䠄䝞
䞁䝁䜽㒔気候変動䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁䠅 

䝞䞁䝁䜽㒔気候変動対⟇ㄪ査 

7月 4日 国❧地㉁博物㤋 ODA䝃䜲䝖ㄪ査 

7月 5日 
JICA 䝍䜲事務所 報告 
CCOP本㒊 帯水層䝫䝔䞁䝅䝱䝹ㄪ査 

7月 6日 䝞䞁䝁䜽 䊻 東京 ⛣動  
 
 

䝞䞁䝁䜽㒔

䝜䞁䝍䝤䝸┴
䝟䝖䜳䝮䝍䝙┴

䝃䝮䝑䝖䝥䝷䜹䞁┴
䝃䝮䝑䝖䝃䝁䞁┴

䝘䝁䞁䝟䝖䝮┴

バンコク㤳都圏
䝮䜰䞁䝏䜶䞁䝬䜲㒆
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x 第 2 回調査 
 

日程 訪問先   調査㡯目 
2019年 

9月 2日 
 
東京 䊻  䝞䞁䝁䜽  ⛣動 

 

9月 3日 国❧地㉁博物㤋 TRT䛾䛯䜑䛾䝪䞊䝸䞁䜾打䛱合䜟䛫 
ODA事業打䛱合䜟䛫 

9月 4日 

䝠䞊䝖䝫䞁䝥施工会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 
JICA 䝍䜲事務所 JICA㛗期専㛛家 
䠄スマートシティー開発専門家㸧 

スマートシティー開発調査 

国❧地㉁博物㤋 TRT䛾䛯䜑䛾䝪䞊䝸䞁䜾䞉熱交換器挿
入 

9月 5日 

International Energy Strategy, 
Ministry of Energy 

䜶䝛䝹䜼䞊政⟇ㄪ査 

国❧地㉁博物㤋 TRT䛾䛯䜑䛾䝪䞊䝸䞁䜾䞉熱交換器挿
入 

9月 6日 
国❧地㉁博物㤋 TRT䛾䛯䜑䛾䝪䞊䝸䞁䜾䞉熱交換器挿

入 
家㟁㔞㈍店 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 

9月 7日 䝞䞁䝁䜽 䊻 東京 ⛣動  
 
 

x 第3回調査 
 

日程 訪問先   調査㡯目 
2019年 

9月30日 
 
東京 䊻  䝞䞁䝁䜽  ⛣動 

 

10月1日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
ODA事業打䛱合䜟䛫 

10月2日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月3日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月4日 国❧地㉁博物㤋 TRT  

DMR ODA事業打䛱合䜟䛫 
DEDE ODA事業打䛱合䜟䛫 

10月5日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月6日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月7日 国❧地㉁博物㤋 TRT  

┬䜶䝛技⾡䝉䞁䝍䞊 ┬䜶䝛技⾡ㄪ査 
䝠䞊䝖䝫䞁䝥会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 

10月8日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月9日 国❧地㉁博物㤋 TRT  

䝪䞊䝸䞁䜾会♫ 䝪䞊䝸䞁䜾技⾡䛾㐺合性ㄪ査 
JICA 䝍䜲事務所  報告 

10月10日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月11日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月12日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月13日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月14日 国❧地㉁博物㤋 TRT  
10月15日 䝞䞁䝁䜽 䊻 東京 ⛣動  
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x 第4回調査 
 

日程 訪問先   調査㡯目 
2019年 

11月3日 
 
東京 䊻  䝞䞁䝁䜽  ⛣動 
䝞䞁䝁䜽 䊻  䝏䜵䞁䝬䜲 ⛣動  

 

11月4日 CCOP⥲会会場䠄䝩䝔䝹䠅 䝉䝭䝘䞊㛤催準備 
䝁䞁䝃䝹䝍䞁䝖䠄䝞䞁䝁䜽䠅 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 

11月5日 CCOP⥲会会場䠄䝩䝔䝹䠅 䝉䝭䝘䞊㛤催 
日⣔䝊䝛䝁䞁会♫䠄䝞䞁䝁䜽䠅 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 
地元䝊䝛䝁䞁会♫䠄䝞䞁䝁䜽䠅 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 

11月6日 CCOP⥲会会場䠄䝩䝔䝹䠅 地中熱利用情報収㞟 
地元䝊䝛䝁䞁会♫䠄䝞䞁䝁䜽䠅 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 
䝏䜵䞁䝬䜲 䊻  䝞䞁䝁䜽⛣動  

11月7日 䝠䞊䝖䝫䞁䝥施工会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 
地元䝊䝛䝁䞁会♫䠄䝞䞁䝁䜽䠅 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 

11月8日 DEDE ┬䜶䝛䝹䜼䞊政⟇ㄪ査 
日本大使㤋 報告 

11月9日 䝞䞁䝁䜽 䊻 東京 ⛣動  
 

x 第5回調査 
 

日程 訪問先   調査㡯目 
2020年 

䠍月19日 
 
東京 䊻  䝞䞁䝁䜽  ⛣動 

 

䠍月20日 
䝠䞊䝖䝫䞁䝥会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 
䝠䞊䝖䝫䞁䝥会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 
䝪䞊䝸䞁䜾会♫ 䝪䞊䝸䞁䜾技⾡䛾㐺合性ㄪ査 

䠍月21日 DMR ODA事業打䛱合䜟䛫 
䝠䞊䝖䝫䞁䝥施工会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 

䠍月22日 日本大使㤋 報告 
国❧地㉁博物㤋 ODA事業打䛱合䜟䛫 
䝠䞊䝖䝫䞁䝥会♫ 䝠䞊䝖䝫䞁䝥技⾡䛾㐺合性ㄪ査 

䠍月23日 DEDE ┬䜶䝛䝹䜼䞊政⟇ㄪ査 
JICA 䝍䜲事務所  報告 

䠍月24日 工業団地 䝬䞊䜿䝔䜱䞁䜾ㄪ査 
䠍月25日 䝞䞁䝁䜽 䊻 東京 ⛣動  
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(3) 調査団員構成 
 

・提案企業 
 

従事者名 担当 所属先 

森山 和㤿 事業計画策定 ミサワ環境技術(株) 

田中 雅人 
業務主任者/地中熱ヒートポ

ンプ冷房システム設計 

ミサワ環境技術(株) 

㥖澤 昭彦 
地中熱ヒートポンプ冷房施工

計画策定 

ミサワ環境技術(株) 

進堂 晃央 ボアホール方式熱交換器設計 ミサワ環境技術(株) 

伊藤 信二 地中熱交換器方式選定評価 ミサワ環境技術(株) 
 

・外部人材 
従事者名 担当 所属先 

㧗島 勲 地中熱利用総合評価 秋田大学 

藤井 光 熱応答試㦂評価 秋田大学 

小助川 洋幸 熱応答試㦂担当 秋田大学 

内田 洋平 
帯水層ポテンシャル評価

㸦バンコク㤳都圏㸧 

(国研)産業技術総合研究所 

富樫 聰 
帯水層ポテンシャル評価

㸦ODA事業サイト㸧 

(国研)産業技術総合研究所 

佐々木 一雄 
外部人材業務総括者/ ODA
事業計画策定 

(株)PEARカーボンオフセット・イニ

シアティブ 

服部 旭 
地中熱利用技術現地適合

性評価㸦総合評価㸧 

(株)PEARカーボンオフセット・イニ

シアティブ 

出口 剛太 
地中熱利用技術現地適合

性評価㸦指標作成㸧 

(株)PEARカーボンオフセット・イニ

シアティブ 

田島 大介 ボーリング技術支援 (株)タシマボーリング 

丸山 佳奈 ࢪࣅネス展開支援 (株)ࢪャパンࢪオサーマルテック 
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第1章  対象国・地域の開発課㢟 

1-1 対象国・地域の開発課㢟 

1-1-1  タイ国の概況 

タイ国は、インࢻシナ半島中央部に位置し、カンボࢪア、ラオス、ミャンマー、マレーシアの 4 
ヵ国と国境を接する。 面積は日本の約1.4倍で513,115km2である。人口は6,910万人㸦2017年、

出所㸸IMF㸧で、民族の大多数がタイ族(85%)で、人口の約 95㸣が上座部仏教である。言語はタイ

語で、タイ文字は13世紀末にカンボࢪアのクメール文字に範をとって作られた表音文字である。 

タイの気候は熱帯モンスーン気候であり、雨期と乾期に大別される。バンコク都は、年間平均気

温が29℃、平均湿度73%㸦2014年㸧と㧗温多湿で年中蒸し暑く、世界有数の㧗温多湿で不快指数

が非常に㧗い都市である㸦図5参照㸧。 
 

 
出典㸸バンコク日本人商工会議所「タイ国経済概況」、気象庁報道発表資料よりJBIC作成 

 
図 5 バンコク都の気温と降水量 

 
タイ国は、1980年以降に日本をはࡌめとする外資を導入して、工業化に成功した東南アࢪア屈指

の工業国である。1997 年 7 月よりタイ国を中心に始まったアࢪア通貨危機は周辺国を含む社会に

深刻な影響を与えたが、国際社会の支援を受けてタイ経済は回復した。その後、2013年11月の反

政府デモ、2014年5月の軍事クーデターの影響を受け、2014年は低成長となったが、2015年以降

底堅い消費や輸出の持ち直しを受けて景気の回復傾向が続いている。GDP 成長率は緩やかながら

も回復し、2017 年の実質 GDP 成長率は+3.9%と 2012 年以来の㧗成長となり、名目GDP 総㢠は

4,552億ࢻル、一人当たりの名目GDPは6,591ࢻルとなった(図6、表2参照)。 

 
 

出典㸸IMFより みずほ総合研究所作成 

図 6 名目GDP及び実質GDP成長率推移 
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表 2 基礎的経済指標 

 
出展㸸JETRO 国・地域別情報 基礎的経済指標 

 
 
 

タイ国は、1932 年 6 月の立憲革命による臨時憲法公布以来、国王を国家元㤳とする立憲君主政

体をとっている。議会制民主主義の下で㤳相と内閣が政治運営を司る。国王は憲法に基づき任命権

や解散権等を有するが、直接的な政治への関与は原則行わない。 内閣は国王によって任命された㤳

相1名と最大35名の国務大臣(大臣・副大臣)によって構成される。  
2017年4月6日の新憲法施行により、制度として国民議会(上院・下院の二院制)が復活した。軍

事政権は 2018 年 12 月 11 日に、約 4 年半にわたり禁止してきた会の自由などの政治活動を解禁

し、2019年3月24日に民政復帰の総選挙が実施された。 
タイ国の行政体系は、図 8に示すように国の行政㸦Central administration㸧、国による地方行政

㸦Provincial administration㸧、地方自治体の三層構造となっている。㧗度に中央集権化されており、

国の行政組織は 1 府 19 省よりなる。地方行政は、県 ⇒ 郡 ⇒ 支郡 ⇒ 行政区⇒ 村の単位で内務

省により管轄される。タイ国は、図 8 に示すように全国で 77 県に分かれており、県知事と郡長は

内務大臣により任命される。その他に、県行政機構、自治市町、区行政機構、バンコク都、パタヤ

特別市等の自治が認められる地方自治体が存在し、これらの㤳長は公選により選出される。 
 

 

 
 

出典㸸国土交通省国土制作局 各国の国土政策の概要―タイー 

図 7 タイの行政制度 
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出典㸸JBIC タイの投資環境 

図 8 タイ国の行政区分 
  

1-1-2  バンコク㤳都圏概況 

バンコク都はタイ国の㤳都であり、政治・経済の中心地である。バンコク㤳都圏は、バンコク都

と隣接するノンタブリ県、サムットプラカン県、パトゥムタニ県、サムットサコン県、ナコンパト

ム県で構成される㸦図4参照㸧。面積は国土の1.5%の広さしかないが、人口ではタイ国全体の16.3%
を占めている㸦表 3 参照㸧。経済規模㸦名目 GDP㸧では、バンコク㤳都圏が占める割合が、2010
年の 44.2%が、2015 年には46.8%へと 2.6%上昇し、一極集中化してきている。1 人あたり GRP
㸦地域総生産㸧は37万6,000バーツで、全国平均㸦19 万3,000バーツ㸧の1.9倍に達し、消費水

準も㧗い。  
  

 表 3 地域毎の面積、人口、名目GDP㸦2015年㸧 
 

 
出典㸸National Economic and Social Development Board、Department of Provincial Administration よりJBIC作成  
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産業別に見ると、表4に示すように、バンコク㤳都圏の三次産業が名目GDP全体の33%を占め、

特に「卸売・小売」、「輸送・通信」、「金融」、「不動産」産業が、タイ国の経済を牽引してい

ると言える。  
 

表 4 地域別にみた名目GDPの産業別構成比(全国=100%)  
 

 
(注) タイ全国の GDP に占める構成比が 1.2%を上回っている産業・地域を㯤色、0.5%を下回っている産業・ 地域は青色でシャࢻーしている  

出典㸸National Economic and Social Development Board、Department of Provincial Administration よりJBIC作成  
 

1-1-3  対象分野における開発課㢟 

(1)  電力の需給問㢟 

タイ国は従来、タイランࢻ湾から産出する天然࢞スがエネルࢠー供給の主力を担い、図9に示す

ように 2018 年には発電電力量の 56.9%を賄ってきた。エネルࢠー安全保障上の課㢟としては、電

力の9%を輸入しており、自給率を㧗めることが挙ࡆられる。 
 
 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 9 燃料別発電量 
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電力は、タイ発電公社㸦以下EGAT㸦Electricity Generating Authority of Thailand㸧㸧が発電・送

電・配電を行なってきたが、1992年に、独立系発電業者㸦以下 IPP㸦Independent Power Producer㸧㸧
と9万kW 以下の小規模発電事業者㸦以下SPP㸦Small Power Producer㸧㸧の参入が認められた。

2002 年には、再生可能エネルࢠーの開発を促進するため、1,000kW 以下の再生可能エネルࢠー発

電事業者㸦以下VSPP㸦Very Small Power Producer㸧㸧に対して、配電会社への売電、および売電

料金に対する割増金の支給制度を導入した。図 10 に示すように、IPP とSPP の発電量が増加し、

EGATは、発電設備容量の34%を占めるに過ぎない。 
EGAT が電力購入を一手に担い、EGAT が自社の発電に加え、IPP、SPP、VSPP や近隣諸国か

らの電力を購入し、㤳都圏配電公社㸦以下MEA㸦Metropolitan Electricity Authority㸧㸧と地方配電公

社㸦以下PEA㸦 Provincial Electricity Authorit㸧㸧、および大口需要家㸦Direct Customer㸧に供給し

ている。MEAは㤳都圏で、PEAはその他の地域で配電および小売事業を行っている。 表 5に示す

ように、2018年では、MEAが全国の電力消費量の27.7%を占めている。 
表 6 に、MEA の電力消費構成を示す。2018 年では、家庭が 25.7%、商業・オフィスが 41.1%

で、合計66.8%を占める。対前年の増加率を見ると、 
表 7に示すように、工業の電力消費量対前年増加率がマイナス基調なのに対して、家庭と商業・

オフィスは増加傾向にある。また、表8に示すように、タイ国の民生部門㸦家庭・商業・オフィス・

行政機関・公共施設㸧の電力消費量は増加しており、全消費量の約50%を占める。 
 
 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 10 2019年1月の発電事業者別・発電設備容量 
 

表 5 配電先別電力消費構成 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders%5BpublishUp%5D=publishUp&issearch=1 

 

SPP 8,958 MW (21%) IPP 14,949 MW 
(35%) 

Total 42,350 MW 

EGAT 
14,566 MW (34%) Import & Exchange 

3,877 MW (9%) 

Unit : GWh
全国

2011 43,848 29.9% 101,126 68.9% 1,713 1.2% 146,687

2012 47,885 30.0% 109,885 68.9% 1,817 1.1% 159,588

2013 47,618 29.4% 112,607 69.5% 1,738 1.1% 161,962

2014 47,856 28.8% 116,500 70.1% 1,747 1.1% 166,103

2015 49,344 28.7% 120,931 70.3% 1,815 1.1% 172,090

2016 50,902 28.3% 127,220 70.7% 1,763 1.0% 179,885

2017 50,701 27.9% 129,782 71.3% 1,506 0.8% 181,989

2018 51,109 27.7% 131,942 71.5% 1,526 0.8% 184,577

MEA PEA 大口㟂せ家
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表 6  MEAの電力消費構成 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders%5BpublishUp%5D=publishUp&issearch=1 

 
表 7  MEAの電力消費量対前年増加率 

 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders%5BpublishUp%5D=publishUp&issearch=1 

 
表 8 民生部門が電力消費量に占める割合 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders%5BpublishUp%5D=publishUp&issearch=1 

 

タイランࢻ湾沖の࢞ス田の確認埋蔵量は2000年代より減少が続いており、図 11に示すように、

採掘可能年数㸦確認埋蔵量÷年間生産量㸧も、2017年には5年程度に低下している。 
この予測を踏まえて 2015 年 5 月に策定された「2015 年㹼2036 年の電源開発計画㸦以下、

PDP2015㸧」の構成比では、天然࢞スを37%まで引き下ࡆる計画であった。EGATは、PDP2015
の目標に基づき、天然࢞スへの依存度を引き下ࡆるため、2,200 MW と800MW の石炭火力発電所

建設の方針を決定した。しかし、新設電源で 13%を占める石炭火力発電所建設が、環境保護団体、

地元住民などの反対を受け、大幅に遅延している。 
 

Unit : GWh

合ィ
Free of

Charge
⥲合ィ

2011 10,125 23.1% 16,670 38.0% 14,219 32.4% 1,293 2.9% 1,541 3.5% 43,848 347 44,195

2012 11,399 23.8% 18,272 38.2% 15,005 31.3% 1,049 2.2% 2,161 4.5% 47,885 359 48,244

2013 11,420 24.0% 19,292 40.5% 14,521 30.5% 95 0.2% 2,290 4.8% 47,618 366 47,984

2014 11,695 24.4% 19,345 40.4% 14,247 29.8% 96 0.2% 2,473 5.2% 47,856 445 48,302

2015 12,369 25.1% 20,086 40.7% 14,028 28.4% 109 0.2% 2,752 5.6% 49,344 475 49,819

2016 12,998 25.5% 20,665 40.6% 14,165 27.8% 125 0.2% 2,949 5.8% 50,902 511 51,413

2017 13,041 25.7% 20,674 40.8% 13,855 27.3% 131 0.3% 2,999 5.9% 50,701 518 51,219

2018 13,134 25.7% 20,993 41.1% 13,706 26.8% 130 0.3% 3,146 6.2% 51,109 530 51,638

家庭 商業䞉䜸䝣䜱䝇 工業 政府䞉公共施タ 䛭䛾他

家庭 商業䞉䜸䝣䜱䝇 工業 政府䞉公共施タ 䛭䛾他 合ィ

2012 12.6 % 9.6 % 5.5 % -18.9 % 40.2 % 9.2 %

2013 0.2 % 5.6 % -3.2 % -91.0 % 6.0 % -0.6 %

2014 2.4 % 0.3 % -1.9 % 1.5 % 8.0 % 0.5 %

2015 5.8 % 3.8 % -1.5 % 13.0 % 11.3 % 3.1 %

2016 5.1 % 2.9 % 1.0 % 15.0 % 7.1 % 3.2 %

2017 0.3 % 0.0 % -2.2 % 5.2 % 1.7 % -0.4 %

2018 0.7 % 1.5 % -1.1 % -0.8 % 4.9 % 0.8 %

MEA PEA 大口㟂せ家 工業 ㎰業 䛭䛾他

2011 28,088 GWh 39,850 GWh 361 GWh 68,299 GWh 46.6% 75,364 GWh 297 GWh 2,727 GWh 78,388 GWh 53.4% 146,687 GWh

2012 30,720 GWh 43,913 GWh 397 GWh 75,030 GWh 47.0% 80,386 GWh 377 GWh 3,794 GWh 84,558 GWh 53.0% 159,588 GWh

2013 30,808 GWh 45,475 GWh 397 GWh 76,680 GWh 47.3% 81,188 GWh 354 GWh 3,741 GWh 85,283 GWh 52.7% 161,962 GWh

2014 31,136 GWh 47,616 GWh 418 GWh 79,171 GWh 47.7% 82,624 GWh 414 GWh 3,893 GWh 86,932 GWh 52.3% 166,103 GWh

2015 32,564 GWh 50,919 GWh 448 GWh 83,931 GWh 48.8% 83,984 GWh 387 GWh 3,789 GWh 88,159 GWh 51.2% 172,090 GWh

2016 33,788 GWh 54,502 GWh 482 GWh 88,773 GWh 49.3% 86,878 GWh 267 GWh 3,967 GWh 91,112 GWh 50.7% 179,885 GWh

2017 33,847 GWh 55,293 GWh 532 GWh 89,672 GWh 49.3% 87,772 GWh 298 GWh 4,247 GWh 92,317 GWh 50.7% 181,989 GWh

2018 34,257 GWh 57,220 GWh 696 GWh 92,173 GWh 49.9% 87,829 GWh 365 GWh 4,210 GWh 92,404 GWh 50.1% 184,577 GWh

全国
小ィ

䛭䛾他䛾㒊㛛民生㒊㛛䠄家庭䞉商業䞉䜸䝣䜱䝇䞉⾜政機㛵䞉公共施タ䠅

小ィ
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出典㸸BP "Statistical review of world energy 2018" を基に日本総合研究所作成 

図 11 天然࢞スの確認埋蔵量・消費量・生産量 

 
また、大気汚染の深刻化に伴う環境意識の㧗まりも、脱石炭路線を推し進める一因になっている

と考えられる。とりわけ、2018年12月以降、バンコク㤳都圏では過去最悪の大気汚染に見舞われ

ている。バンコク㤳都圏庁㸦以下BMA㸦Bangkok Metropolitan Administration㸧㸧は2019年1月30
日、PM2.5による大気汚染の悪化を受け、バンコク都内にある都立の各級・各種学校437校の全校

に対して1 月31 日と2月1日の2 日間、臨時休校にするよう指示した。タイ天然資源・環境省公

害対策局によると、30日のバンコク㤳都圏の大気汚染は過去最悪レベルにまで悪化。同日午後㸱時

の時点で空気質指数㸦AQI㸧は㤳都圏のほぼす࡭ての観測地点で「健康への悪影響が始まる」とされ

る100を上回り、㸳ヶ所では「極めて健康に良くない」とされる200を超えた。バンコク中心部の

パトゥムワン区ラーマ㸲世通り沿いで197を示している1。 
電力の安定供給が厳しくなり、加えて火力発電所からの大気汚染物質の放出もあり、今後より一

層の省エネへの取り組みが必要となったこと等から、電源開発計画を根本から見直しを行い、2019
年1月24日、「2018年から2037年までの国の長期電力開発計画㸦PDP 2018㸧」が発表された。 

 
(2)  地球温暖化問㢟 

タイ国のCO2排出量は、表 9に示すように2009年の208,270千 t-CO2が、2018年には260,312
千 t-CO2へと増加している。一人当たりのCO2排出量も、図 12に示すように2009年の3.28t-CO2/
人が、3.90t-CO2/人へと増加している。 

2020 年以降の GHG 排出削減等のための新たな国際枠組みであるパリ協定は、協定第 2 条㸦目

的㸧に世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比࡭て2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑え

る努力を追求することを明記している。その目的を達成するために、協定はその第4条㸦緩和㸧に

て国内措置㸦削減目標・行動㸧をとることを各国に求めている。協定第4条に基づく自国が決定す

る GHG 削減目標と、目標達成の為の緩和努力のことを NDC㸦nationally determined contribution㸧
という。これは締約国がパリ協定批准前に国連気候変動枠組条約㸦UNFCCC㸧事務局へ提出した「各

国が自主的に決定する約束草案㸦以下 INDC 㸦Intended Nationally Determined Contribution㸧㸧」が

原案となっており、パリ協定批准により正式に NDC として国連に登録され、各国に対して実施が

                                         
1 https://sossky.net/news/2019/01/31/䝍䜲王国-大気汚染䛜最悪䛾状況䛻-䝞䞁䝁䜽市内/ 
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 ➨㸰のポイントは、㟁力容㔞を増強しつつも

環境㈇Ⲵを㍍減することを┠指した、㟁源構成

のぢ┤しである。タイの現在のⓎ㟁は、天↛ガ

スに㸵割弱を依存している㸦図⾲㸲㸧。しかし、

新たなガス田の㛤Ⓨが㐍まず、天↛ガスの☜ㄆ

埋ⶶ㔞は 2000年代より減少が⥆いており、採掘

可⬟年数㸦☜ㄆ埋ⶶ㔞÷年㛫生産㔞㸧も㊊元㸳

年⛬度に低下している㸦図⾲㸳㸧。国内の天↛ガ

ス㈨源の枯渇を⫼景に、㟁源構成を㌿換させる

必せ性が㧗まっていた。 

従来のィ画では、政府はエネルギー⮬⤥率の

⥔持に向けて、天↛ガスへの依存度を引き下げ

る一方、再生可⬟エネルギーへの依存度を㸱

㹼㸲割に引き上げるとともに、▼炭Ⓨ㟁の依

存度を現在の⣙㸰割から小幅引き上げる方㔪

を♧していた㸦図⾲㸴㸧。しかし、新たなィ画で

は、▼炭Ⓨ㟁への依存度を㸯割⛬度に引き下げ

る一方、天↛ガスについては依存度の低下幅を

小幅なものにとどめ、50㸣以上を依存し⥆ける

方㔪に㌿換した。今後、新つに㏣加されるⓎ㟁

のうち、従前は 13㸣を▼炭に依存する方㔪であ

ったが、新たなィ画では同依存度は㸱㸣に低下

している2㸦次ページ、図⾲㸵㸧。  

 

 

                                                  
2 ちなみに、わが国の東日本大㟈災後の原子力Ⓨ㟁所の事故を㋃まえて、原子力Ⓨ㟁の導入時期も先㏦りが⥆いていたが、新たな
ィ画では導入案そのものが㝖外された。 

天然䜺䝇

68.5%

▼炭

20.2%

再生䜶䝛䝹䜼䞊

8.4%

水力

2.7%
䛭䛾他

0.2%

㸦資料㸧BP "Statistical review of world energy 2018"

図表㸴 電力発電の形態別依存度 
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㸦資料㸧Ministry of Energy "Thailand Power Development Plan 2015-2036"、"รѥยงѥนผลกѥรปรѣชફѫม
คณѣกรรมกѥรนѱยบѥยพลફѤงงѥนѰหફҕงชѥตફ ѧ (กพช.) 24 มกรѥคม 2562"を基に日本総合研究所作成
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求められる。2015年10月1日に提出されたタイ国の INDCは、2030年にはGHG排出量を、BAU
と比20、࡭%から25%削減するとしている。 

 
 

表 9 セクター別CO2排出量 

 
出典: エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/co2-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

 
 

 
出典: エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/co2-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 12 一人当たりのCO2排出量 
 
年間CO2排出量に占める電力セクターの排出量の割合は、表 9に示すように2018年では36.2%

を占め、セクターでは最大の排出源である。GHG削減目標達成のため、PDP 2018では、2037年

時点での燃料の種㢮による発電量の割合で、化石燃料以外の発電量を、外国の水力㸦9㸣㸧、再生可

能エネルࢠー㸦20㸣㸧、省エネルࢠー㸦6㸣㸧、合計35㸣とし、石炭からの発電量の割合を12㸣と

することで、COP21 合意に対応し 2037 年の電力の二酸化炭素排出量㸦CO2㸧を、0.283 kgCO2 / 
kWh、103,845千CO2e相当とするとしている。 
図 13に示すように、2019年1月の電力のCO2排出量は、0.480kgCO2/kWhと、年々減少してい

る。図 14に示すように、2037年の電力のCO2排出量の目標0.283kgCO2/ kWhを達成するために、

今後、さらに0.197 kgCO2/ kWh削減しなければならない。 
 

合ィ

2009 83,063.50 39.9% 56,397.79 27.1% 50,897.01 24.4% 17,912.20 8.6% 208,270.49

2010 90,883.44 41.2% 57,481.73 26.1% 53,482.24 24.2% 18,779.03 8.5% 220,626.44
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出典: エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/co2-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 13 発電1kwh当たりのCO2排出量㸦実績㸧 
 

 
出典㸸Ministry of Energy "Thailand Power Development Plan 2015-2036"、"รายงานผลการประชุมคณะกรรมการนโยบายพลังงาน แหҕงชาต(ิกพช.) 24 

มกราคม 2562"を基に日本総合研究所作成  

図 14 発電1kwh当たりのCO2排出量㸦計画㸧  
 

 

 
出典: エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/co2-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 15 電力セクターの化石燃料からのCO2排出量 
 

電力セクターのCO2排出は、図 15に示すように、火力発電所の化石燃料燃焼によるものである。

2018年の燃料別発電量の割合では、図 16に示すように化石燃料による発電の割合は、74.6%を占

め、化石燃料以外の発電量は、25.5%である。目標では、2037年には、化石燃料以外の発電量を35%
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また、大気汚染の深刻化に伴う環境

意㆑の㧗まりも、⬺▼炭㊰⥺を推し㐍

める一因になっていると⪃えられる。

とりわけ、2018 年 12 月以㝆、バンコ

ク㤳㒔圏では㐣去最悪の大気汚染にぢ

⯙われており㸦図⾲㸶㸧、家ィ・企業の

環境・エネルギー政⟇に対する意㆑も

㧗まっている。政府は、建タ工事の一

時中止、トラックの㏻⾜つ制、人工㝆

㞵、㜵塵マスクの㓄布などの対応を㐍

めているが、⥅⥆ⓗな環境改善に向け

て、他のⓎ㟁形態と比べて NOX、SOX、

CO2 などの排出㔞が多い▼炭Ⓨ㟁への

依存度を引き下げる方㔪に㌿換したの

である㸦図⾲㸷㸧3。㸯kWh当たりの CO㸰排出㔞は、従来のィ画でも再生エネルギーの導入やⓎ㟁効

率の改善などにより現状から㸱割⛬度削減することが┠指されていたが、▼炭火力Ⓨ㟁の依存度引

き下げに向けた政⟇㌿換により、ィ画末年の排出㔞は従来のィ画対比さらに㸯割⛬度減少するとぢ

㎸まれている 㸦図⾲ 10㸧。 

 

 

 

 

                                                  
3 Ⓨ㟁㒊㛛とともに大気汚染物㉁の主たる排出元となっている㍺㏦㒊㛛でも排ガスつ制の厳格化に向けた取り⤌みが㐍められて

おり、2023年末までの導入が予定されていた排ガス基準「ユーロ㸳」が 2021年までに前倒しで導入される予定である。 

図表 10 発電 1kwh 当たりの CO2排出量 

図表㸶 大気汚染が深刻化するバンコク 

㸦2018 年 12 月㸧 

㸦資料㸧筆者撮影 

図表㸷 発電形態別の CO2排出量 
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まで㧗めなければならない。 
P㸴の表8に示すように、タイ国の民生部門㸦家庭・商業・オフィス・行政機関・公共施設㸧の電

力消費量は増加しており、全消費量の約50%を占める。民生業務部門㸦商業・オフィス㸧では、経

済発展に伴い、商業施設やオフィスࣅル、コンࢻミニアム等における空調用エネルࢠーの増加が予

想されており、この分野での省エネ推進が課㢟となっている。 
バンコク㤳都圏は世界有数の㧗温多湿の都市で、一日中クーラーによる冷房を必要とする日が多

い。家庭、商業、公共で使用䛥䜜䜛電力量の内、冷房がかなりの割合を占める。従って、温室効果࢞

ス削減目標達成と省エネルࢠーの促進のためには、㧗効率な冷房空調用設備の普及が望まれる。 
 

 

 
出典㸸エネルࢠー省 http://www.eppo.go.th/index.php/en/en-energystatistics/electricity-statistic?orders[publishUp]=publishUp&issearch=1 

図 16 2018年の燃料別発電量の割合 
 

(3)  ヒートアイランࢻ問㢟 

バンコク㤳都圏は、図 15 に示すように、都市化の影響と見られるヒートアイランࢻ現象が発生

しており、都心部の気温が、郊外に比࡭て上昇している。 
バンコク㤳都圏のヒートアイランࢻ現象の研究では、1994年3月5日㸦初夏㸧、2000年2月18

日㸦晩冬㸧、2009 年4 月25日㸦夏㸧の3 つのLandsat画像による地表面温度の分析が行われた。

その結果を表10 に示す。1994年の都心部の平均表面温度㸦平均±標準偏差㸧は約26.01±5.89℃で

あったが、2000 年には 37.76±2.84℃に、さらに 2009 年には 39.79±2.91℃にそれࡒれ上昇した。

都市部のヒートアイランࢻの強度は、都心部と農村地域の平均気温の差として定義されている。

1994年の都市部と農村部の地表温度の最大差は8.16℃であり、その差は2000年には10.89℃、さ

らに2009年には11.50℃に上昇した2。 
ヒートアイランࢻ現象の主な要因の一つは、クーラーなどからの人工排熱の増加である。㧗効率

のインバーターエアコンも空気熱源ヒートポンプであり、㧗温の外気を利用し、冷房排熱を外気に

排熱するため、ヒートアイランࢻ現象の加速に繋がる㸦図 18 参照㸧。地中熱利用によるヒートア

イランࢻ現象を抑制する冷房システムの導入、普及が望まれる。 
 

                                         
2 Assessing the Impact of Urbanization on Urban Thermal Environment: A Case Study of Bangkok Metropolitan  Manat SRIVANIT  
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出典㸸Assessing the Impact of Urbanization on Urban Thermal Environment: A Case Study of Bangkok Metropolitan  Manat SRIVANIT 

図 17 バンコク都心部の地表温度 
 
 
 

表 10 バンコク都心部と農村地域の地表温度比較 

 
出典㸸Assessing the Impact of Urbanization on Urban Thermal Environment: A Case Study of Bangkok Metropolitan  Manat SRIVANIT 

 
 

 
出典㸸 Cooling with ground source heat pumps South lessons learned from Eastern Asian countries  
Kasumi Yasukawa, Isao Takashima, Youhei Uchida1 and Gaurav Shrestha をもとに提案企業作成 

 

図 18 ヒートアイランࢻ現象の改善 
  

© Centre for Promoting Ideas, USA                                                                                                 www.ijastnet.com 

250 

 
The intensity of urban heat island was defined as the difference between average temperature of UHI area and that 
of rural area. The intensities of UHI for three dates were listed in Table 1. General patterns of UHI with a 
maximum LST difference of 8.16 ˚C between urban and rural areas in 1994, the difference jumped to 10.89 ˚C in 
2000 and further to 11.50 ˚C in 2009 and the changes were 2.76 ˚C and 0.61 ˚C for 1994–2000 and 2000–2009, 
respectively (Table 2). 

 
Figs.4. LST derived from Landsat TM (a,b,c) imagery for three different dates 

LST1994 LST2000 LST2009 

農村部との温度差(̊C) 8.16 10.89 11.50 

中心部の地表温度 (̊C) 26.01 37.76 39.79 

平均±標準偏差 (̊C) 5.89 2.84 2.91

 
 

1 

Geothermal Energy Development for a Green Economy – 
Example of Geothermal Cooling with Ground Source Heat Pumps in South-
East Asia  

“Geothermal Energy Development for a Green Economy“ is a key factor not only in industrial 
countries but also in developing and emerging economies. IEA Geothermal, the International 
Technology Collaboration Programme on Geothermal Energy of the International Energy Agency, 
organised a workshop on this crucial topic in Hanoi (Vietnam) on 13-14 November 2017. Host and 
Co-organiser was the Vietnam Institute of Geosciences and Mineral Resources (VIGMR). About 100 
experts from worldwide participated in the event to share information and highlight the 
opportunities and benefits of geothermal energy deployment.  

In most Asian countries, the interest in Geothermal Energy is rapidly increasing in recent times. One 
of the main topics is the development and establishment of geothermal direct use and heat pump 
applications. In several Asian countries, there is a seasonal change between a cooling and heating 
demand. On the other hand, a constant cooling demand dominates in the tropical regions. Kasumi 
Yasukawa, deputy director of the Renewable Energy Research Center of the Fukushima Renewable 
Energy Institute, Japan, introduced into the topic “cooling with ground source heat pumps (GSHP) in 
tropical regions” and presented lessons learned from South East Asian Countries. This project is part 
of the CCOP-GSJ Groundwater Project Phase III (CCOP = Coordinating Committee for Geoscience 
Programmes in East and Southeast Asia).  

There are important reasons for the development and use of GSHP for cooling applications in tropical 
Asian countries: Increasing population, expanding industry, an urban heat island phenomenon and a 
very high electricity demand for air conditioning.  

 

Picture 1: Reduction of electricity dem and and heat island phenom enon by the utilisation of 
geotherm al cooling (Source: G enchi et al., 1999; taken from  Yasukaw a, 2017). 

A series of concerns regarding the utilisation of geothermal cooling with GSHP systems have to be 
investigated. The major questions are if such systems are applicable in tropical regions, if the heat 
exchange rate is sufficient (in closed systems), and if local drillers are able to drill without cementing.  

空気熱源ヒートポンプ 地中熱源ヒートポンプ
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1-2 当該開発課㢟に関連する開発計画、政策、法令等  

1-2-1  国家計画 

(1)  「20年間長期国家戦略 2017~2036年」及び「タイラン4.0ࢻ」 

タイ国の長期国家戦略は、2016 年中旬にプラユット政権が発表した「20 年間長期国家戦略 
2017~2036年」であり、そのࢪࣅョンを示しているのが「タイラン4.0ࢻ」である。 
タイ国の経済は、2006年以降、政治不安が長期化するなかで、2006~15年の年平均実質GDP成

長率は3.4%とASEAN加盟10 カ国のなかで最も低く、低迷してきた。「タイラン4.0ࢻ」は、経

済不振の主たる原因を3つの罠に求める。すなわち、「中所得国の罠」、 「経済不平等の罠」、「経

済発展と環境保存の間の不均衡の罠」である。 
これまでの発展を、 
第1段階㸦タイラン1.0ࢻ㸧は農村社会であり、家内工業が中心となった時代で、いわば工業

化以前のタイである。 
第2段階㸦タイラン2.0ࢻ㸧は、戦後の天然資源や安価な労働力を活用した軽工業をテコに成

長した時代である。 
第3段階㸦タイラン3.0ࢻ㸧は外資企業の進出をテコにした重化学工業が中心となった1980
年代後半から現在までの期間を指す。 

タイ国が目指す第4段階が「タイラン4.0ࢻ」で、「イノベーション」、「生産性」、「サーࣅス

貿易」をキーワーࢻとして持続的な付加価値を創造できる経済社会と定義している。 
「国家戦略」に沿って経済成長を加速させ、先進国入りを果たすという野心的なࢪࣅョンである。

この戦略的対応により、長期戦略(2017~2036年)の期間に、GDP成長率は年平均4.5%、投資の増

加率は10.0%、輸出の伸び率は8.0%、全要素生産性の伸びも2.0%達成を目指す。その結果、2036
年には、タイ国は上位中所得国の地位を抜け出して「㧗所得国」の仲間入りを果たすことを目指し

ている。  
「タイラン4.0ࢻ」の4つの目的は下記の通りである。 

1.  経済的繁栄㸸イノベーション、研究開発㸦R&D㸧支出をGDPの4㸣に増加させ、5年間で

経済成長率を5-6㸣に㧗め、1人当たりの国民所得を2014年の5,470 US$から、2032年ま

でに15,000US$に増やす。 
2.  社会的幸福㸸社会のす࡭てのメンバーの可能性を最大限に引き出すことによって、誰も置き

去りにせずに前進する社会㸦包括的社会㸧を創り出す。目標は、社会的格差を2013年の

0.465から2032年に0.36に減らし、20年以内に社会福祉制度に完全に転換する。 
3. 人間的価値の向上㸸タイ人を「21世紀の有能な人間」と「第一世界のタイ人4.0」に変える

こと。「タイラン4.0ࢻ」に基づく措置は、10年以内にタイHDIを0.722から0.8または上

位50カ国に引き上ࡆ、少なくとも5つのタイ国の大学が20年以内に世界の上位100の㧗

等教育機関にランクされるようにする。 
4. 環境保護㸸気候変動に適応できる経済システムと低炭素社会を持つ住みよい社会になるこ

と。目標は、少なくとも10の都市を世界で最も住みやすい都市に発展させ、テロリࢬムの

リスクを軽減する。 
 

(2)  第12次国家経済社会開発計画 

1961年以降、タイ国は、国家経済社会開発委員会㸦NESDB㸧が発表する国家経済社会開発5か年
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計画を国家の中期的な開発計画としている。「20年間長期国家戦略 2017~2036年」は、経済社会

開発5か年計画の上位に位置し、第12次国家経済社会開発計画(2017~21年)から第15次国家経済

社会開発計画(2032~36年)までを統括することになる。  
従って、「第12次国家経済社会開発計画㸦THE TWELFTH NATIONAL ECONOMIC AND SOCIAL 

DEVELOPMENT PLAN (2017-2021)㸧」は、「20年間長期国家戦略 2017~2036年」と「タイラン

 。4.0政策」、そして国の持続可能な開発目標㸦SDGs㸧とを㡰守しているࢻ
タイ国は、SDGsが採択される以前から、故プミポン前国王が提唱した「足るを知る経済㸦SEP㸧」

を持続可能な開発を実現するアプローチとしてとらえ、国家持続可能な開発委員会㸦CSD㸧を立ち

上ࡆ、持続可能な開発を促進してきた。採択後は、20カ年国家戦略枠組ならびに第12 次国家経済

社会開発計画㸦2017年〜2021年㸧において、SEPとSDGsが統合され、国の計画や予算策定は、

SEPとSDGsに沿って行われている。 
 

第12 次国家経済社会開発計画では、10 の戦略を定めている。省エネルࢠーについては、「戦略

7インフラと物流を推進するための戦略」に位置付けられている。 
 

ここでは「省エネルࢠーを奨励し、エネルࢠー消費の効率を改善する。」とし、具体的には、以

下の政策が記載されている。 
1㸧産業部門、運輸部門、事業部門、および家庭部門の行動変化を促進するための補助金制

度。 
2㸧実際のコストをよりよく反映できるようにエネルࢠー価格構造を見直す。 
3㸧省エネルࢠーおよびエネルࢠー効率に関する法規制の強化、特に新築建物に対するBEC
㸦Building Energy Code㸧およびエネルࢠー生産者および配給業者に対するEERS㸦Energy 
Efficiency Resources Standard㸧の施行の努力の強化。 

4㸧製造プロセス、事業運営、そして日常生活の中での、機械、材料、および電気器具の省エ

ネルࢠーおよびエネルࢠー効率に関連する技術の研究開発の奨励。さらに、政府が、産業、

企業、そして家庭を含むす࡭ての部門に適用できる省エネ技術のための規格を設定し、これ

らの規格が広く使われるように促進する。 
 

気候変動については、「戦略4持続可能な発展のための環境に優しい成長戦略」に位置付けられ

ている。目標として、以下が掲ࡆられている。 
目標4㸸温室効果࢞ス削減の効率を㧗め、気候変動への適応能力を㧗める。㧗リスク地域また

は部門における気候変動による影響を最小化するためのメカニࢬムを確立する。 
指標4.1エネルࢠー部門と輸送部門の温室効果࢞ス排出量を、2030年の通常のシナリオと比較

して7㸣減少させる。 
指標4.2温室効果࢞ス排出量削減の単価を減少させる㸦CO2 1t当たりのバーツ㸧。 
指標4.3水資源管理、農業、健康および林業などの優先分野のそれࡒれにおいて、気候変動へ

の適応のための行動計画を策定する。 
指標4.4国内の気候変動緩和メカニࢬムを、資金、技術および能力開発の観点から支援を提供

するために確立する。 
 

具体的政策として、温室効果࢞ス削減を支援し、気候変動への適応能力を㧗めるために、発電、

運輸、産業、家庭および建物といった分野に重点を置いて、す࡭ての分野において温室効果࢞ス削

減を支援するための対策およびメカニࢬムを規定する。再生可能エネルࢠーの使用、省エネルࢠー、

および廃棄物からエネルࢠーへの転換を推進する。持続可能な輸送システムを支援し、エンࢪン、
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機械、計器の効率を㧗める。共同便益を生み出す気候変動行動を支援するために、公共部門と民間

部門の間で財政的メカニࢬムの確立を促進する。例として、炭素クレࢪット、炭素市場および炭素

税である。さらに、民間部門が温室効果࢞ス削減にもっと投資するよう奨励する。 
 
(3)  気候変動 

天然資源環境省環境政策計画局㸦以下ONEP㸦 Office of Natural Resources and Environmental 
Policy and Planning㸧㸧は、タイ国における国連気候変動枠組条約㸦UNFCCC㸧のフォーカルポイ

ントであるとともに、タイ国内でも国家気候変動委員会㸦NCCC㸧の事務局を務めるなど、タイに

おける気候変動対策の中心的な役割を担っている組織である。タイにおける「気候変動基本計画

㸦National Climate Change Master Plan 2015-2050㸧」は、ONEPが策定し、2015年7月に閣議承

認された。5年ごとに改定が予定されている。 

気候変動基本計画は、以下のミッションに従って、タイ国が 2050 年までに持続可能な低炭素成

長と気候変動に対するレࢪリエンスの向上を目的に作成されている。この目的を達成するために、

緩和、適応、キャパシティࣅルディングの一連の目標が定められている。 
 

短期㸦2016年㸧の目標は次のとおりである。 
1) 中長期的な温室効果࢞ス排出削減目標を策定し、部門別に実施するためのローࢻマップを作

成する㸦脆弱性マップ、全国的に適切な緩和行動ローࢻマップ、測定、報告、検証メカニࢬ

ムを含む㸧。 
2) 低炭素開発を促進するための法的措置と経済的措置の両方を用いて、国内のインセンティブ

メカニࢬムを確立する。 
 

中期㸦2020年㸧の目標は次のとおりである。 
1) エネルࢠーおよび運輸部門からのGHG排出量を、2021年までに2005年と比較して7〜

20㸣削減する㸦国際的な支援のレベルによる㸧。 
2) 2021年までに、消費されるエネルࢠーの少なくとも25パーセントを再生可能エネルࢠー源

から供給する。 
3) 一人当たりの緑地面積が10 m2を超える市町村の割合を増やす。 

 
長期㸦2020年から2050年㸧の目標は次のとおりである。 

1) 2030年までにエネルࢠー原単位を少なくともBAU比で25%削減する。 
2) 公共交通機関による移動を促進する。 
3) 陸上輸送によるGHG排出量の割合を減らす。 
4) 低炭素で環境に優しい産業への投資の割合を増やす。 
5) オープンダンプ方式のゴミ処分場を減らす。 
6) 農業地域での野焼きの割合を減らす。 
7) 温室効果࢞スの対GDP比率を低下させる。 

 
日本政府は、世界的な排出削減・吸収に貢献するため、途上国の状況に柔軟かつ迅速に対応した

優れた低炭素技術の移転や対策実施の仕組みを構築する࡭く、二国間クレࢪット制度㸦以下 JCM
㸦Joint Crediting Mechanism㸧㸧を推進している。JCMは、途上国への温室効果࢞ス削減技術、製

品、システム、サーࣅス、インフラ等の普及や対策を通ࡌ、実現した温室効果࢞ス排出削減・吸収

への我が国の貢献を定量的に評価するとともに、我が国の削減目標の達成に活用するものである。

タイ国は日本と JCM に関する二国間文書の署名を行っている。  
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(4)  電源開発計画 

「長期電力開発計画㸦Power Development Plan㸸PDP㸧」は、エネルࢠー省のエネルࢠー政策・

計画局㸦Energy Policy and Planning Office: EPPO㸧が策定し、国家エネルࢠー政策委員会㸦National 
Energy Policy Council:NEPC㸧が承認する。2019年1月24日、PDP 2018が、国家エネルࢠー政

策委員会により承認された。従来計画㸦PDP2015㸧との比較を表 11と表 12に示す。 
 
 

表 11 計画期末の発電設備容量比較表 

 
 出典㸸EPPO http://www.eppo.go.th/index.php/th/component/k2/item/14448-news-240162等から作成 

 
表 12 新設の発電設備容量比較表 

 
出典㸸EPPO http://www.eppo.go.th/index.php/th/component/k2/item/14448-news-240162等から作成 

 

見直しのポイントは、以下の3点である。  
 

x 今後の電力需要増加に対応するための追加発電設備容量の引き上ࡆ 
 

 
出典㸸Ministry of Energy "Thailand Power Development Plan 2015-2036"、"รายงานผลการประชุมคณะกรรมการนโยบายพลังงาน แหҕงชาต(ิกพช.) 24 

มกราคม 2562"を基に日本総合研究所作成  

図 19 発電容量の見通し  

2017年末䛾発㟁タ備容㔞 46,090 MW 2014年末䛾発㟁タ備容㔞 37,612 MW

⪁朽化➼䛻䜘䜚廃止䛩䜛発㟁タ備容㔞 -25,310 MW ⪁朽化➼䛻䜘䜚廃止䛩䜛発㟁タ備容㔞 -24,736 MW

2018年䛛䜙2037年䛾新タ発㟁タ備容㔞 56,431 MW 2015年䛛䜙2036年䛾新タ発㟁タ備容㔞 57,459 MW

2037年⥲発㟁タ備容㔞 77,211 MW 2036年⥲発㟁タ備容㔞 70,335 MW

PDP 2018 PDP2015

再生可能エネルࢠー 20,766 MW 36.8% 再生可能エネルࢠー・国内 12,105 MW 21.1%

再生可能エネルࢠー・輸入 9,543 MW 16.6%

揚水発電 500 MW 0.9% 揚水発電 2,101 MW 3.7%

コーࢪェネレーション発電 2,112 MW 3.7% コーࢪェネレーション発電 4,119 MW 7.2%

コンバインࢻサイクル火力発電 13,156 MW 23.3% コンバインࢻサイクル火力発電 17,478 MW 30.4%

石炭/褐炭発電所 1,740 MW 3.1% 石炭/褐炭発電所 7,390 MW 12.9%

原子力発電 2,000 MW 3.5%

ン発電ࣅスター࢞ 1,250 MW 2.2%

海外から購入 5,857 MW 10.4% 火力発電　海外から購入 1,473 MW 2.6%

発電所のリプレイス 8,300 MW 14.7%

省エネルࢠー 4,000 MW 7.1%

合計 56,431 MW 100.0% 合計 57,459 MW 100.0%

PDP2015PDP 2018
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GDP成長率が回復し、2017年の実質GDP成長率は+3.9%と2012年以来の㧗成長となっ

た。そうした景気の持ち直しによる需要増加を背景に、図 19に示すように2037年の発電

容量を77,221MW と、PDP2015から計画対比約10%引き上ࡆた。  
 

x 環境負荷軽減を目指した電源構成の見直し㸸 
P4の図 9に示すように、タイ国では、現在の発電は、天然࢞スに6割弱を依存している。

PDP2015では、国内資源が枯渇しつつある天然࢞スへの依存度を大幅に低下させる一方、

再生可能エネルࢠーへの依存度を3 ~4割に引き上ࡆるとともに、石炭発電の依存度を現在

の約2割から引き上ࡆる方針を示していた。しかし、新たな計画では、石炭発電への依存度

を1割程度に引き下ࡆる。今後、新規に追加される発電のうち、従前は13%を石炭に依存

する方針であったが、新たな計画では同依存度は3%に低下している。一方、天然࢞スにつ

いては依存度の低下幅を小幅なものにとどめ、50%以上を依存し続ける方針に転換した。   
x 発電市場の効率化に向けた民間事業者の参入拡大㸸 

小規模発電事業者の参入を促進し、EGATの発電比率を20%台半ばに引き下ࡆる方針が示

された。  
 

1-2-2  省エネルࢠー政策  

(1)  省エネルࢠー計画 

2011 年にエネルࢠー省により、省エネルࢠー計画である「エネルࢠー効率開発 20 年計画

㸦Thailand 20-year Energy Efficiency Development Plan㸦2011-2030㸧㸧」が、タイ国におけるエネ

ルࢠーに関して安全保障面・経済面・環境面のそれࡒれにおいて改善させることを目的に策定され

た。安全保障面としては国内のエネルࢠー需要に応えられる体制を構築すること、経済面としては

国民や企業にとって妥当なエネルࢠー価格を維持すること、環境面としては環境や地域社会への影

響を減らすことを目指している。 具体的な目標として、2030年までにエネルࢠー原単位を、2010
年比で25%低減させることを目標に掲ࡆている。  

 

 
 

出典㸸http://www.asew-expo.com/Portals/0/seminar/Presentation/03-
Overview%20of%20Energy%20Efficiency%20Development%20Plan%20(EEDP%202015).pdf 

図 20 エネルࢠー効率化計画 
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EI (2036) forecast 

10.7 
ktoe/billion baht 

EI (2013) actual 

14.93 
ktoe/billion baht 

A Target to reduce Energy Intensity by 30% in 2036,  
compared with that in 2010 

Assumption; 
GDP Growth 3.8% 
Population Growth 0.03% 

4,442 

51,700 

Saving from the past & 
recent measures (EI 15.28  14.93) 

Heat 85% 
(44,059 ktoe ) 

Electricity 15% 
(7,641 ktoe) 
=89,672 GWh  

  

 Saving form EEDP 

EEDP 2015 Saving Target 

2010  2012  2014  2016  2018  2020 2022 2024  2026 2028  2030 2032  2034  2036  6 



 

 17 

2015年に、同計画の改訂版である「エネルࢠー効率化計画㸦Energy Efficiency Strategy for Thailand 
for the next 20 years㸧」 が策定された。前述の電源開発計画や第11次国家経済社会開発計画との

整合性を図りつつ、2036年までにエネルࢠー原単位を2010年比でBAUケースから30%低減させ

る目標に更新されている。図 20 に示すように、最終エネルࢠー消費量㸦2036 年標準ケース㸧

187,142ktoeを、56,142ktoe削減し、131,000 ktoeにすることが目標である。 
 

エネルࢠー効率化計画の電力セクターの省エネ計画は、図 21 の通りである。目標では、合計で

7,641ktoe、消費電力では 89,672GWh を、BAU ケースから削減する。図内の表で示した省エネ目

標に対する具体的手段のうち、  
“3”は、家電等の家庭で使用する機器を対象とした省エネラベルを指している。  
“4”は、新技術の適用により効率良く発電するための基準である。また需要側における電力

使用量の削減も発電事業者が発電の㧗効率化と併せて働きかける必要がある。発電事業者に

とっては短期的には販売ユニットの低下につながるため、どのようなインセンティブ を設

ける࡭きかについては現在検討中である。  
“5”における資金援助は、大小双方の工場のほか、商業建築物および政府系の建築物が対象

とされている。  
 

 
 

出典㸸http://www.asew-expo.com/Portals/0/seminar/Presentation/03-
Overview%20of%20Energy%20Efficiency%20Development%20Plan%20(EEDP%202015).pdf 

図 21 電力セクターの省エネ計画 
 

(2)  省エネルࢠー法  

タイ国の省エネルࢠー促進法㸦Energy Conservation Promotion Act B.E.2535㸧は、1992年に制

定、1998 年に施行、2003 年と 2007 年に改正された。タイ国は、東南アࢪア諸国の中でも早くか

ら省エネルࢠーに取り組んでいる国である。省エネルࢠー促進法は、一定規模以上の工場を指定し、

省エネルࢠーへの取組を促進させるためのエネルࢠー管理制度を行っている。この他、家電の最低

エネルࢠー効率基準やラベリング制度㸦自主)を実施している。  
主な制度は下記のようである。 

1)指定工場・ࣅルのエネルࢠー管理者の選任 



 

 18 

2)省エネルࢠー振興基金㸦ENCON Fund㸧の設立 
3)機器・設備・資材の㧗度および最低限度エネルࢠー効率性能基準㸦HEPSとMEPS)、 
4)ラベリング制度 
  ࢻー・コーࢠルディング・エネルࣅ(5

 
(3)  エネルࢠー保全基金 

省エネルࢠー促進法のもと、省エネルࢠー促進や再生可能エネルࢠー普及のために資金支援を実

施することを目的にエネルࢠー保全基金㸦以下ENCON Fund: 㸦Energy Conservation Fund㸧㸧が

設立されている。 ENCON Fundの財源は、石油ファンࢻ㸦天然࢞ス販売の収益をベースとする政

府基金㸧からの拠出金多くを占めている。  

2019年のENCON Fund予算は、92億9700万バーツで、その内訳は下記の通りである3。 
i. 省エネルࢠー㸦36億3600万バーツ㸧、再生可能エネルࢠー㸦22億4700万バーツ㸧、

エネルࢠーの戦略的管理㸦1億400万バーツ㸧の促進 
ii. エネルࢠー効率開発20年計画㸦エネルࢠー省の改革計画を含む㸧㸦20億800万バーツ㸧 
iii. 地域社会での省エネ活動㸦12億9,100万バーツ㸧 

 
エネルࢠー省の代替エネルࢠー開発・省エネ局㸦以下DEDE 㸦Department of Alternative Energy 

Development and Energy Efficiency㸧㸧は、省エネルࢠーと再生可能エネルࢠーへの民間投資を促

進するため、ENCON Fundからの財政支援により、ESCO Revolving Fundを設立している。活動

目的は、下記の通りである。 
i. 再生可能エネルࢠーと省エネへの12億5000万バーツ以上の投資を奨励する。 
ii. 10 ktoe以上の年間エネルࢠーの節約、または年間2億5000万バーツの価値を奨励す

る。 
iii. エネルࢠーサーࣅスカンパニー㸦ESCO㸧による民間投資の促進を支援する。 
iv. 起業家がエネルࢠーコストを最小限に抑え、炭素クレࢪットから収益を得ることを支援す

る 
v. エネルࢠー効率と再生可能エネルࢠー事業に資金を提供する。 

 
主なサーࣅスは、下記の通りである。 
① 株式投資 

省エネまたは再生可能エネルࢠープロࢪェクトへの株式投資。総株式の10㸣から50㸣で、

プロࢪェクトごとに5,000万バーツに制限されており、主要株主になれない。 
② 機器のリース 

省エネまたは再生可能エネルࢠーのための機器を購入する起業家に長期リースサーࣅス

を提供し、起業家が低金利で一定の返済を行えるようにする。 
設備費の最大100㸣をリースできるが、プロࢪェクトごとに2500万バーツが上限である。

返済期間は5年以内で、金利は年間3.5㸣㸦定率㸧である。 
③ ESCOベンチャーキャピタル 

ESCO回転基金は、エネルࢠーサーࣅスカンパニー㸦ESCO㸧と協力して、ESCOの省エ

ネプロࢪェクトへの投資資金を調達する。 
 

                                         
3 BANGKOK POST 10 DEC 2018  https://www.bangkokpost.com/business/1590822/conservation-fund-to-add-solar-panels 
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リース採択リストを表13に示す。2017年9月現在、㸷件活用されている。 
12. S2K Marine Product Co., Ltd.の事例は、古い非効率的な水冷システム、冷却塔、ヒートポンプ

等を効率的なものと置き換える。9,005,366 バーツの機器リースが承認された。帯水層の地中熱を

利用する㧗効率冷房システムの導入は、機器のリース活用が可能と言える。 
 

表 13 リース採択リスト 
 

 
出典㸸Energy for Environment Foundation http://www.efe.or.th/escofund.php?task=37&sessid=&lang=en 

 
(4)  家電製品の省エネラベル 

タイ政府は、市場における電化製品のエネルࢠー効率の向上を目的として義務付ける「最小エネ

ルࢠー性能基準MEPS㸦Minimum Energy Performance Standard㸧」および政府として推奨する「エ



20 

ネルࢠー㧗性能基準HEPS㸦High Energy Performance Standard㸧」を導入している。MEPSはタ

イ工業規格(TIS)として位置付けられている。この省エネ規格は、上述の省エネラベルで、DEDEが、

タイ工業規格協会㸦以下TISI 㸦Thailand Industrial Standards㸧㸧と協力して策定した。HEPSのみ

がDEDEによって実施され、MEPSはTISIによって実施される。 
現在、見直し作業が行われている。DEDE とTISIは、新しい冷却能力基準を起草するにあたり、

試㦂を行なった。

ヒートポンプに電気（燃料）を1kW 投入したとき、何kW の熱を奪う㸦冷却する㸧ことができ 

るかを表す指標を、成績係数㸦以下COP㸦Coefficient Of Performance㸧㸧と呼び、冷房機器などの 

エネルࢠー消費効率の目安として使われており、数値が大きいほど省エネ性能が優れている。 冷房 

の場合は、以下の式で求められる。

冷房COP 㸻 冷房能力(kw) ÷ 冷房消費電力(kw) 

2013 年にタイ国で市販されていたいくつかの空気熱源ヒートポンプ㸦4.5~36kW 規模㸧から13
モデルの空気熱源ヒートポンプが選定され、ヒートポンプのエネルࢠー効率試㦂が、KMUTT の試

㦂施設で実施された。この試㦂では、COP値は 2.4~3.7の範囲内にあり、平均値が3.0であること

がわかった。この検証を踏まえて、タイ国内で製造または販売される空気熱源ヒートポンプの

MEPSとHEPSの草案が、エネルࢠー効率基準小委員会に提出され、検討されている。2013年12
月現在と見直し案の空調の冷却能力性能基準を表 14に示す。 

表 14 空調の冷却能力性能基準 

(5) エネルࢠー保全法

省エネに関する規制であり、電力メーター1,000kW 以上、変圧容量1,175kVA以上または電力換

算で熱・蒸気・非再生可能エネルࢠーを年間 2,000 万 MJ 以上使用する建物に対して適用される。

対象となる工場やࣅルは、エネルࢠー保全管理システムの策定、エネルࢠー管理作業グループの設

置、オーナーによる省エネ可能性の評価・省エネ目標の設定・監督・当局への報告、エネルࢠー管

理士の選任等の義務が課されている。義務を履行できなかった場合、下記の罰則が課せられる。  

罰則 

i. 指定工場・ࣅルにおいて、虚偽の報告をした場合、その所有者に対し3ヶ月以内の禁固

刑 か 150,000バーツ以下の罰金、またはその両方

ii. 指定工場・ࣅルにおいて省令に基づく省エネルࢠー目標を達成できなかった場合、その所

有者に対し50,000バーツ以下の罰金

iii. 指定工場・ࣅルにおいてPREを選任していない場合、その所有者に対し200,000バーツ

以下の罰金

基準 COP䛾䝺䝧䝹

2013年12月現在 MEPS COP  2.53

䛾基準 HEPS COP  3.22

MEPS COP   2.4

HEPS 3.0 䍺 COP 䍺 4.0
ぢ┤䛧案䛾基準
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1-3 当該開発課㢟に関連する我が国国別開発協力方針 

タイ国の、我が国の国別開発協力方針は下記の通りである。 
 

経済協力方針㸸重点分野(中目標)  (1) 持続的な経済の発展と成熟する社会への対応 
重点分野(中目標)  (2) ASEAN 域内共通課㢟への対応 
開発課㢟㸸持続的に社会・経済を発展させていくためには、競争力強化を通ࡌた更なる経済成

長、環境・気候変動問㢟等の国内の課㢟への取組が必要である。  
関連する協力プログラム㸸有償資金協力「気候変動対策プログラムローン」の案件形成に資す

ることを目的として、円借款付帯プロࢪェクト「バンコク都気候変動マスタープラン㸦2013
年-2023年㸧」が作成され、バンコク㤳都圏庁に承認された。このマスタープランの実施に

向け、新たに「バンコク都気候変動マスタープラン2013-2023実施能力強プロࢪェクト」が

スタートした。 
関連プログラムとの連携可能性㸸バンコク㤳都圏に豊富に賦存する帯水層の地中熱を利用する

ことで、室内冷房の電力消費と温室効果࢞ス(GHG)を削減することが出来る。連携して事業

を行うことで、「バンコク都気候変動マスタープラン㸦2013年-2023年㸧」の目標達成に貢

献する。 
 

1-4 当該開発課㢟に関連するODA事業及びおよび他ࢻナーの先行事例事業分析 

タイのバンコク都は、タイ国の㤳都及び東南アࢪア地域の主要都市としての㡰調な経済発展によ

り、温室効果࢞スの排出量は増加傾向にある。また、2011年には気候変動による影響とも考えられ

ている大規模な洪水が発生し、多大なダメーࢪを受け、バンコクにおいて気候変動対策は重要な課

㢟となっている。 
㤳都バンコクの地方行政を担当するBMAは、JICAの技術協力プロࢪェクト「バンコク都気候変

動マスタープラン㸦2013年-2023年㸧作成・実施能力向上プロࢪェクト」㸦2012年3月〜2015年

9 月㸧の支援により、「バンコク都気候変動マスタープラン㸦2013 年-2023 年㸧」を完成させた。 
「バンコク都気候変動マスタープラン2013-2023」の実施にあたっては、BMA内部のセクター間

連携に加え、国レベルでの上位政策との整合性確保や BMA 外の関連機関との連携が課㢟となって

いる。そこで、JICAでは、同マスタープランに規定される、交通、エネルࢠー、廃棄物・排水処理、

都市緑化、適応策の5分野において、気候変動対策に係る実施能力、制度体制の強化を図り、バン

コク都の低炭素でレࢪリエントな発展に寄与することを目指して、2017年12月から、「バンコク

都気候変動マスタープラン2013-2023実施能力強化プロࢪェクト」をスタートさせた。マスタープ

ランの効果的な実施により、今後のバンコクの持続可能な都市としての発展が期待されている。 
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第2章  提案法人、製品・技術 

2-1 提案法人の概要 

ミサワ環境技術株式会社㸦以下ミサワ環境技術㸧は、地中熱利用の先㥑的企業で約30年以上の施

工経㦂を有する。1975年に創業、1990年にࢻイツ製掘削機を購入して本格的に地中熱利用事業を

開始し、1991年にはスイスKWT社と技術提携して本社に地中熱空調システムを導入した。 
 

2-2 提案製品・技術の概要 

2-2-1  ターゲット市場 

日本では、大型商業施設、公共施設、大規模ࣅルディング、工場での冷暖房設備・暖房設備とし

ての導入実績がある。設計・施工した地中熱ヒートポンプシステムの施工件数は268件、設備容量

は国内企業では最多である。内、ボアホール方式の施工件数は248件で、ボアホールの施工本数は

4,000本以上である。日本での施工実績を図22に示す。 
 

 

図 22 日本での施工実績 
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x 大型商業施設への導入事例 
日本での大型商業施設への導入事例を図 23 に示す。地中熱源の水冷ヒートポンプ㸦定格能力:冷

房527kW、暖房530kW㸧を導入。地中熱交換器はダブルUチューブ、ボアホールは、100m×70本

である。2014年4月~2015年3月の年間省エネ率は44%㸦冷房㸸 49%、暖房㸸21%㸧であった。  
 

 
出典㸸NPO地中熱利用促進協会 

図 23 日本での大型商業施設導入事例 
 

2-2-2  製品・技術の特徴 

(1)  中央方式空調システム 

ルやショッピングモールのような大型施設の空調システムは、冷凍機などの熱源をどこに置くࣅ

かによって「中央㸦熱源㸧方式㸦セントラル空調㸧㸦図24参照㸧」と「個別㸦熱源㸧方式㸦ࣅルマ

ルチ空調㸧㸦図25参照㸧」の2つに大別される。本提案技術は、「中央㸦熱源㸧方式」の空調シス

テムである。 
中央㸦熱源㸧方式は、熱源機器㸦ヒートポンプ等㸧と空気調和機とを組み合わせて空調する方式

で、冷温水を空気調和機に送水して空調する。空気調和機は、図26に示すように、ファンコイルと

エアハンࢻリングユニットに大別される。 
ファンコイルは、室内の天井に設置し、内蔵した冷水コイル㸦熱交換器㸧に冷水を送って、換気

を冷やし、冷気をファンで室内に送る。エアハンࢻリングユニットは、冷水コイルに冷水を送って

室外気を冷やし、冷気を送㢼機でダクト経由して各部屋の送㢼口に送る。 

個別㸦熱源㸧方式は、空調を必要とする室毎に空調機を設置する空調方式で、主として冷媒を使

用する空調機㸦ルームエアコン、パッケーࢪエアコン、業務用マルチエアコン等㸧が使用される。 
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出典㸸日本管材センター株式会社HP   https://www.kanzai.co.jp/database/mame83.html 

図 24 中央㸦熱源㸧方式 図 25 個別㸦熱源㸧方式 
 

 

ファンコイル                             エアハンࢻリングユニット 
出典㸸株式会社エム・システム技研 HP   https://www.m-system.co.jp/products/ba/ba05_index02.html 

図 26 空調調和器の種㢮 
 

(2)  ヒートポンプ 

ヒートポンプは、冷媒࢞スが充填されており、冷媒࢞スを圧縮機によって圧縮して㧗温㧗圧࢞ス

にし、凝縮器で放熱して㧗温㧗圧の液を作る。そして、膨張弁で減圧して低温低圧の液を作る。蒸

発器で、冷房した冷水の戻り水の熱で、低温低圧の液を蒸発させて低温低圧の࢞スにする。その際、

循環水は熱を奪われて冷水になる。このサイクルを繰り返して、冷水を作る。結果として、圧縮機

の動力として投ࡌた電力以上に大きな熱を奪う㸦冷却する㸧ことができる㸦図27参照㸧。 
 

 

図 27 ヒートポンプによる冷却のサイクル 
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(3)  地中熱ヒートポンプ技術 

ヒートポンプには、大きく分けて、空冷式と水冷式がある。 
 

x 空冷式ヒートポンプ㸦図30参照㸧 ĺ ヒートポンプの凝縮器で外気に放熱し冷水をつくる。 
x 水冷式ヒートポンプ㸦図28、図29参照㸧 ĺ ヒートポンプの凝縮器で冷却水に放熱し冷水を

つくる。 
 

   
図 28 水冷式・地中熱 図 29 水冷式・冷却塔 図 30 空冷式 

  
タイ国では、空冷式ヒートポンプで冷房が行われている。本提案の技術は、水冷式のヒートポン

プによる冷房である。通常、水冷式は、冷却塔で冷却水を作り、ヒートポンプに送る㸦図29参照㸧。 
バンコク㤳都圏は、チャオプラヤ川のデルタ地帯に位置し、帯水層が広く賦存する㸦図31参照㸧。

地表から地下50m前後までの帯水層の温度は、年間を通して温度がほぼ一定で、昼間は外気温より

冷たい㸦図32参照㸧。冷却塔の代わりに、地中熱交換器で帯水層に放熱して冷却水を冷して、ヒー

トポンプに送り、冷水を作ってファンコイルユニットに送水して冷房を行う㸦図28参照㸧。 
 
 

 
出典㸸A Pilot Study on Geothermal Heat Pump (GHP) Use for Cooling Operations, and on GHP Site Selection in Tropical Regions Based on a 

Case Study in Thailand  

図 31 バンコク㤳都圏の帯水層 
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出典㸸産総研 秋田大学 Cooling with ground source heat pumps - lessons learned from South - Eastern Asian countries 

図 32 バンコク都の最㧗気温と帯水層の温度 
 
 

設備は、地中熱交換器、地中熱源ヒートポンプ、室内機等から構成される。バンコク㤳都圏では、

ポリマーを使用してボーリングを行う。そして、深さ 50m、直径 200mm 程度のボアホール㸦穴㸧

に外径 42 mmのポリエチレン製のUチューブ㸦地中熱交換器㸧を設置し、孔壁の間の空隙に砂を

充填する。 
タイ国では地中熱利用が行われておらず、CCOPの実証試㦂で2回ボーリングが行われたのみで

ある。タイ国のボーリング業者は、熱交換器挿入のためのボーリング技術を有していない。そのた

め、削孔の際には、孔壁の崩壊を防止するため、ベントナイトを使用してケーシングパイプを挿入

していく。ボーリング後はベントナイトを洗浄してUチューブを挿入し、ケーシングパイプと孔壁

の間の空隙に砂を充填したのち、ケーシングパイプを撤去する。ベントナイトは、孔壁に厚い泥壁

を形成して孔壁崩壊を防止するため、施工後に泥壁が残り、地下水の流動を阻害し、排熱効率が低

下する㸦図34参照㸧。 
 
 

  
図 33 ポリマー使用地中熱交換器挿入工法 図 34 ベントナイト使用地中熱交換器挿入工法 
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帯水層では、地中熱交換器の周囲を地下水が流動して、ボーリング孔が崩れやすいため、ボーリ

ングにあたっては㧗度なボーリング技術が必要である。ミサワ環境技術は、ポリマーを利用するこ

とで、効率的にボーリングを行い、帯水層の地中熱利用を可能にする㸦図33参照㸧。ポリマーは、

ボーリング後バクテリア等の影響で自然に分解するため、地下水の流動を阻害しない。 
 

2-3 提案製品・技術の現地適合性 

2-3-1  調査概要 

本案件化調査では、ODA事業実施予定サイトである国立地質博物㤋㸦図35、図36、写真1参照㸧

でボーリングと TRT を実施するとともに、CCOP のバンコク㤳都圏の帯水層の地下環境㸦地下水

流速、地下水位、温度等㸧のデータを基に、潜在的な地中熱利用の可能性㸦地中熱ポテンシャル㸧

が㧗い地域㸦地中熱利用に適した地域㸧、低い地域を評価し、 地中熱ヒートポンプの導入、普及可

能性を評価した。 
 

国立地質博物㤋では、新たにポリマーを使用してボーリング㸦以下Well 1㸧を行なってTRTを行

った。また、2016年1月から3月にかけてCCOP-GSJ 地下水プロࢪェクト・フェー ࢬ IIIの地中

熱サブプロࢪェクトの一環として実施された地中熱交換器㸦以下Well 2㸧に対してもTRTを行なっ

た。実施箇所を図35に示す。 
Well 2では、写真2に示す1階のスーベニアショップへ地中熱冷房システムを設置して試㦂を行

なっている。 
また、バンコク㤳都圏で従来行われてきた空冷式ヒートポンプによる冷房と、帯水層の地中熱を

利用する冷房システムの比較を行って、提案製品・技術の現地適合性を評価した。 
 

 
 

図 35 TRT実施サイト 
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図 36 TRT実施箇所 
 
 
 
 

  
写真 1 国立地質博物㤋 写真 2 CCOP 地中熱冷房システム試㦂 

 
 
2-3-2  ボーリングによる地質調査 

Well 1で、ポリマーを使用してボーリングを実施した。ボーリングはウィングࣅットによるロー

タリー工法で行い、GL-55mまでのボーリングは3.5 時間程度で終了した㸦写真3 参照㸧。全体に

粘土層で孔壁の自立性が㧗く、孔壁保護を目的とした二重管掘削ではなく、単管掘削で施工した。 
地質構成とボーリング施工状況は概ね下記の通りである。サンプリングした試料を写真4に、ボ

ーリング柱状図を図37に示す。 
 

  
写真 3 ボーリング実施状況 写真 4 ボーリングでサンプリングした試料 
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サンプリングの分析結果は下記の通りである。 
x GL-3.5m付近までは造成時の埋土であり、それ以深は粘性土が主体の未固結堆積層となる。 
x GL-3.5㹼39m間は全体に細粒分を多く含み透水性に乏しいと推定されるため、多量の地下水流

動は望めないと考えられる。 
x GL-39㹼46m間は中砂㹼粗砂を主体とする層が分布しており、帯水層であると考えられる。 

 
㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 37 Well 1 ボーリング柱状図 
 

2-3-3  熱応答試㦂㸦TRT㸧 

地中熱ヒートポンプシステムは、土壌と熱交換するUチューブ㸦地中熱交換器㸧を挿入するボア

ホールを掘削する必要があるため、初期費用が㧗㢠になる。ボアホールの長さや本数を最適化し初

期費用を削減するためには、土壌の熱の伝わりやすさを知る必要があり、そのために行われるのが

TRTである。 
TRT は、外部人材である秋田大学が実施した。写真5 に使用したTRT 装置の写真を示す。試㦂

装置は秋田大学製作のもので、主に電気ヒーター㸦最大6kW㸧、循環ポンプ、流量計、温度センサ

ー、計測・制御機器で構成されている。また、試㦂の安定性を確保するため、循環流量の制御に加
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え、電源電圧の変動などによる外乱に対して設定した熱負荷を維持する熱負荷自動調整機能を備え

ている。 
TRTの概念図を図38に示す。試㦂では、TRT装置と熱交換器をホース等で接続し、ヒーターで

熱媒体㸦水または不凍液㸧に一定の熱負荷を加えながら循環ポンプで熱交換器内に循環させ、地中

熱交換器の入口および出口の熱媒体温度および循環流量を計測した。 
 
 

 

写真 5 TRT装置㸦左㸸計測制御ユニット㸪右㸸温水循環ユニット㸧 
 

 

 
図 38 TRT概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 39  TRTの解析結果㸦チュラロンコン大学㸧 
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過去の研究例として、2018 年 2 月に産総研と秋田大学がバンコク・チュラロンコン大学に設置

した地中熱ヒートポンプシステム周辺における地盤の見掛け熱伝導率を推定するため、TRTを実施

した。TRT は、システムの熱交換器を一時的に TRT 装置と接続して行われた。ケルࣅンの線源理

論による作図法 (㸦図39参照)㸧 から、バンコク・チュラロンコン大学の敷地内における見掛け熱

伝導率 𝜆௦ は1.82 W/m/Kと推定された。 
本事業において2019年10月に国立地質博物㤋の敷地内で、同様のTRTを実施した㸦写真6,、

写真7参照㸧。ケルࣅンの線源理論による作図法から、国立地質博物㤋の敷地内におけるWell-1の

見掛け熱伝導率 𝜆௦ は1.74 W/m/K、Well-2は1.69 W/m/Kと推定された㸦図40、図41参照㸧。こ

れらの見掛け熱伝導率の値は、一般的な地下水流れのない土壌よりも㧗い値であることから、地下

水流れの影響があると考えられ、地中熱の利用に有利であると考えられる。 
図42および図43に、各地中熱交換器の熱抵抗の解析結果を示す。各グラフの値が安定している

区間の平均を取るとWell-1では0.087 (mK)/W、Well-2では0.095 (mK)/W になった。これらはダブ

ルUチューブの一般的な値であるが、Well-1の熱抵抗が小さい要因として、呼び径30の熱交換チ

ューブの使用によりWell-2(㸦呼び径25)㸧より熱交換面積が大きいこと、またボーリング時の孔壁

保護にポリマーを使用していること㸦Well-2はベントナイトを使用㸧が考えられる。 
 
 

  
写真 6 Well-1 TRT実施状況 写真 7 Well-1 熱交換器挿入 

 

  
図 40  Well-1 TRTの解析結果 図 41  Well-2 TRTの解析結果 
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図 42  Well-1 熱抵抗の解析結果 図 43  Well-2 熱抵抗の解析結果 

 
2-3-4  帯水層ポテンシャル評価 

CCOP は、1966 年に国連アࢪア太平洋経済社会委員会㸦ESCAP㸧の下に設立された。1987 年

に国連から独立し、タイ国に本部を置く。現在の加盟国は、日本を含めた14カ国で、日本の代表機

関は産業技術総合研究所地質調査総合センター㸦以下産総研㸧である。 
CCOP は、2009年度から2013年度まで地下水プロࢪェクトフェーࢬ II 㸦 Groundwater Phase 

II Project㸧を実施し、現在はGroundwater Phase III Projec を 実施中である。2015 年に公開した

Phase IIの地下水マップでは、地下水位、地下水質に加えて地下温度のデータも含まれている。 
CCOPのバンコク㤳都圏の帯水層の地下環境㸦地下水流速、地下水位、温度など)㸧のデータと、

ボーリング調査、熱応答試㦂データを基に、潜在的な地中熱利用の可能性㸦地中熱ポテンシャル㸧

が㧗い地域㸦地中熱利用に適した地域㸧、低い地域を評価し、 地中熱ヒートポンプの導入、普及可

能性を評価した。 
 
① 3次元広域地下水流動系モデルの構築及びマップの作成 

これまでのフィールࢻ調査及び文献調査で得られた水文・地質情報に基づき DHI-WASY 社の三

次元地下水流動・熱輸送解析ソフトFEFLOW を用いて 、タイ・下部チャオプラヤ平野の広域地下

水流動モデル㸦図44㸧を構築した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 44 タイ・下部チャオプラヤ平野の3次元広域流動モデル 

R=0.095 (mK)/W R=0.087 (mK)/W 
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本モデルでは、地下水流動系及び熱輸送系に関する境界条件が設定されているが、さらに地下水

揚水による地下水位の低下を再現するために、特定の帯水層からの揚水も考慮している。構築した

モデルの解析結果から、地中熱ヒートポンプシステムの熱交換能力に大きく影響するパラメータで

ある地中温度、地下水流速及び地下水位の値を出力し、地中熱交換井長さ当たりの熱交換量マップ

を適地マップとして作成することで地中熱ヒートポンプシステム設置の適度評価を行った。 
 
② 地中熱システム設置の適地評価 

熱交換量マップの作成方法は、広域地下水流動モデルから標㧗差のある場所や異なる地下条件で

ある 13 地点を選定し、各地点の地下条件を再現した熱交換井モデルから熱交換量を計算した。表

15 に13 地点の水文地質情報を示す。計算結果より、GSHP システムの稼働10 年目における熱交

換井単位長さ当たりの熱交換量の平均値を算出し、13地点の熱交換量値をマップ上にプロットし調

査対象地域内における地中熱導入の適度評価を行った。 
 

表 15 13地点の水文地質情報 
 

㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

U チューブを挿入するボアホールの掘削本数の概算値は、以下の式で求められる。熱交換量が、

大きいほどボーリングするボアホールの数が少なくて良く、初期費用を低く抑える事が出来る。 
 

ボアホール本数㸻㹹(冷房能力kW)㸩(消費電力kW)㹻㸭(熱交換量W/m)㸭(ボーリング深度m) 
 

図45 に、地中熱ヒートポンプシステム設置の適地マップとして、13地点における熱交換井長さ

当たりの熱交換量値 (単位㸸W/m) および、その値から推定される適度分布をまとめたマップを示

す。マップの範囲は、バンコク都を含む、特に人口の多いチャオプラヤ川沿いで、東西方向に35 km、

南北方向に40 kmとした。図中の星印はチュラロンコン大学の位置を示しており、その周辺が東南

アࢪア最大規模の㤳都バンコク都の中心部である。 
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㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 45 バンコクエリアにおける地中熱システム設置の適地マップ 
㸦マップ内には13地点の熱交換量値 (単位㸸W/m)およびGSHPの適度分布を示す㸧 

 
まず、地中熱ヒートポンプシステムの設置適度に関しては、数字が大きい値ほど地中熱利用に適

しており、本マップは、適度4 㹼 9の範囲を示した。特に、チャオプラヤ川や水路の周辺において

適度が㧗い値を示した。 
次に 13 地点における熱交換井長さ当たりの熱交換量分布に関しては、チュラロンコン大学付近

の地点で最大値 40.14 W/m の熱交換量が算出された。地中熱ヒートポンプシステムを連続的に稼

働させて10年目の平均値にも関わらず40.14 W/mの熱交換量が可能であることから、地中熱ヒー

トポンプシステムを適切な稼働条件下で運転を行うことによって、熱帯性気候でも十分な冷熱源を

得られると考えられる。 
最後に適度分布と熱交換量値の分布傾向を考察すると、両分布傾向は㸪チャオプラヤ川周辺で比

較的良い値を示した。この結果より、地下水位が地中熱ヒートポンプシステムの熱交換能力に大き

く影響していると考えられる。その理由として、地下水位が地表に近いほど地層は水で㣬和されて

おり、地層の有効熱伝導率が㧗くなるからであると考えられる。従って本適地マップから、タイ国

での地中熱利用は川沿いや氾濫原などの地下水の回復の早い場所や、近くに揚水井戸のない地域で

行うのが好ましいと考えられる。特に人口の多いチャオプラヤ川沿いへの地中熱ヒートポンプシス

テム設置が好ましいことから、導入が促進されることによってヒートアイランࢻ現象の抑制に繋が

り、東南アࢪアにおける環境問㢟に寄与できると考えられる。 
 

2-3-5  セミナー等の開催 

(1)  TRTの公開 

2019年10月3日に、TRTの見学会および説明会を開催、DMR、 DGRの職員25名が参加した

㸦写真8参照㸧。外部人材である産総研・地中熱チームの内田洋平および秋田大学の小助川洋幸が

地中熱ヒートポンプシステムとTRTの概要に関する講演を行った。その後、実際にTRTを実施し

ている現場を見学した。参加者からは数多くの質問が寄せられ㸪地中熱に対する関心の㧗さが伺え

た。 
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写真 8 TRTの公開 

 

(2)  国際セミナー開催 

CCOP第55回年次総会および第73回運営委員会会議が、チェンマイで、2019年11月3日~11月

7 日の日程で開催された。この総会で、2019 年11 月 5 日に、タイ国バンコク㤳都圏の帯水層の地中

熱利用のワークショップ ³CCOP-DMR-MISAWA-GSJ Workshop for Application of Groundwater 
HHaW SRXUcH  ́を開催した。参加者は、CCOP加盟国や協力国のメンバーで、地球⛉学㛵係䛾◊✲所䚸

大学䠈天然資源環境省地下水資源局等の政府機㛵䛷䛒䜛䚹ワークショップは、 表 16 のプログラムで

の発表が行われ、セッション参加者と議論が行われた。参加者は、中国 3名、ラオス 1名、マレー

シア 2 名、タイ 17 名、ベトナム 2 名、カナダ 1 名、イࢠリス 1 名、CCOP 事務局 4 名、日本 
10名、計41名であった。写真9に集合写真を示す。 

 

 

写真 9 セミナー参加者集合写真 
 

ワークショップは、COP  Young Joo Lee 事務局長、矢野雄策 地質調査総合センター代表、DMR 
Sommai Techawan 局長が開会挨拶を行った。外部人材である産総研・地中熱チームの内田洋平が、

CCOP-GSJ 地下水プロࢪェクトおよび地中熱サブプロࢪェクトの概要について発表。秋田大学の
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藤井光教授が、タイにおける熱応答試㦂結果と地中熱システムの導入可能性を発表。そして、ミサ

ワ環境技術の田中雅人が、本事業の概要と今後の計画について発表を行った。その他、タイ・チュ

ラロンコン大学の Srilert Chotpantarat 氏とベトナム地球科学鉱物資源研究所の Trong Thang Tran 
氏が、それࡒれの地中熱システムに関する稼働状況と今後の地中熱普及に関する展望について発表

した。また、東京工業大学の島田佑太朗氏がタイにおける地中熱システムの経済評価について発表

した。最後に、JICA タイ事務所竹内和夫次長の挨拶で閉会した。  
参加者は㸪地中熱に興味を持っており、それࡒれの講演に対して、多くの質問がよせられた。タ

イ・バンコクのカセサート大学では独自に地中熱の研究を始めており、3 名の研究者が本ワークシ

ョップに参加、ワークショップ後に情報交換を行い、2020年3月3日にカセサート大学において、

地中熱に関するワークショップが開催されることとなった㸦コロナウイルスで延期㸧。 
 

表 16 ワークショッププログラム 
 

 
 

(3)  本邦受け入れ活動 

帯水層の地中熱を利用する㧗効率冷房システムの技術と、システムの計画、提案、調査、設計、

構築を含むミサワ環境技術の一貫した技術の理解を深めてもらうことを目的として、2020 年 1 月

26 日〜2 月 1 日の日程で、本邦受入活動を行った。参加者はDMR2 名、DGR2 名㸦他自費参加 2

CCOP-DMR-MISAWA-GSJ Workshop for Application of Groundwater Heat Source 
Kantary Hills Hotel, Chiangmai, Thailand 

5th November, 16:30� 19:30, Doi Suthep 2, 1st Floor 
 
16:30-16:40 
  Welcome Address  

(Dr. Young Joo Lee, Director of CCOP, and/or Dr. Yano, Director General, GSJ) 
Opening Speech (Dr. Sommai, Director General, DMR) 

 
16:40-16:55 
1. CCOP-GSJ Groundwater and GSHP Project (Dr. Uchida, GSJ) 

 
16:55-17:10 
2. Experimental test of GSHP in Chulalongkorn Univ. (Dr. Srilert, Chulalongkorn 

Univ.) 
 
17:10-17:25 
3. Experimental test of GSHP in Vietnam (Mr. Trong Thang Tran, VIGMR) 

 
17:25-17:45 
 4. Thermal Response Test in Thailand (Prof. Fujii, Akita Univ.) 
 
17:45-18:00 
5. Reduction of CO2 emission and economical evaluation of GSHP in Thailand 

(Mr. Shimada, Tokyo Institute of Technology) 
 
18:00-18:20 
6. Outline of JICA Project (Dr. Tanaka, Misawa Environmental Technology) 

 
18:20-18:30 
 Discussion for GSHP promotion in CCOP member countries. 
 Closing Speech (Mr. Takeuchi, JICA Thailand office) 
 
18:30-19:30 
 Cocktail Party hosted by Misawa Environmental Technology 
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名㸧、DEDE1名である。 
渋谷区立本町学園、産総研郡山研究所、猪苗代町庁舎、IKEA立川店の地中熱源を利用した水冷式

ヒートポンプによる冷房・暖房施設、福島大学のTRTの測定現場、㣤坂クリーンサイトでは、地中

熱方式融雪に必要なボーリングの掘削現場を見学し説明を受けた。また、ENEX2020 第44 回地球

環境とエネルࢠーの調和展で、地中熱利用促進協会、ミサワ環境技術、産総研、地中熱利用促進協

会会員企業のブースを訪問し、日本の地中熱利用の最新技術等を、地中熱利用関係者からヒアリン

グを行うとともに情報交換を行なった。地中熱を利用する冷暖房システム故障がなく㡰調に稼働し

ていることや、省エネ効果等を、確認した。地中熱を利用する冷・暖房システムの技術と、システ

ムの理解を深めた。写真10、写真11に受け入れ活動の写真、図46にDMRのレポート、図47に

DGRのレポートを示す。 
 

  

写真 10 猪苗代町庁舎 水冷ヒートポンプ 
写真 11 㣤坂クリーンサイト地中熱方式融雪 

ボーリングの掘削現場 
 

  
図 46 DMR本邦受け入れ活動レポート 図 47 DGR本邦受け入れ活動レポート 
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2-4 開発課㢟解決貢献可能性 

従来の空気熱源ヒートポンプによる冷房は、室内の熱を奪い取り、外気に排熱して冷房する。こ

の排熱は外気温より㧗いため、バンコク㤳都圏のヒートアイランࢻ現象の一因となっている。一方、

地中熱利用の㧗効率冷房システムは、再生可能エネルࢠーである地中の熱エネルࢠーを利用する。

地中は年間を通して温度がほぼ一定で外気より冷たい地中に排熱するため、外気に影響を与えずヒ

ートアイランࢻ現象を抑制できる。 
提案製品・技術の現地適合性は、バンコク㤳都圏で従来行われてきた空冷式ヒートポンプによる

冷房の代替として、帯水層の地中熱を利用する水冷式ヒートポンプを導入することによる省エネ効

果から、現地適合性を評価した。現地適合性を評価する指標は、COP、消費電力、電力代、温室効

果࢞ス排出量、大気への放出熱量である。冷却能力82.9kW の地中熱・水冷ヒートポンプを導入し

た時の開発課㢟解決貢献の評価結果を、表17に示す。 
 

表 17 地中熱源・水冷ヒートポンプと空冷ヒートポンプの比較表 
  
㠀公㛤 
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㠀公㛤 
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第3章  ODA事業計画/連携可能性   

3-1 ODA 事業の内容/連携可能性  

3-1-1   ODA 事業の概要 

(1)  スキーム 

ODA 事業は、JICA 中小企業・SDGs ネス化事業を提案すࢪࣅ・ネス支援事業の普及・実証ࢪࣅ

る。 
 
(2)  目的 

帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システムを設置し、既存の空気熱源による冷房システムを

代替して冷房を行なう。消費電力をモニタリングして、消費電力量の削減量から、省エネ効果、電

力代削減効果、温室効果࢞スの削減効果、大気中への排熱削減効果を検証して、技術的・経済的優

位性を実証することを目的とする。 
 
(3)  事業実施サイト 

x バンコク㤳都圏㸦パトゥンタニ県㸧 国立地質博物㤋㸦DMR所管㸧㸦P28図35参照㸧 
 
(4)  C/P候補機関 

C/Pは、DMRである。DMRは、タイ天然資源・環境省の内部部局の一つで、国立地質博物㤋の

所有者である。施設の提供と設備の維持管理、ランニングコストの負担を行う。 
下記の理由により、DMRをC/Pに選定した。 
- 室内冷房用のヒートポンプの熱源を㧗温の空気から、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱へ切

り替えることは、タイ国では初めての試みである。帯水層の地中熱は、タイ国の資源の一つ

である。日本の地中熱利用技術をタイ国に導入・普及して、帯水層の地中熱利用を促進する

ためには、そのポテンシャル、技術的・経済的優位性を、公的に実証することがまず必要で

ある。加えて、地盤沈下等への影響がないこと理論的に論証することが必要である。 
- DMRは、地質学的知識と情報を適用して、タイの天然資源の効率的な開発を行い、タイ国

民の生活の質と経済的および社会的発展を促進するための主要な政府組織である。DMR
は、天然資源の状賦存状況、および地質学的プロセスと現象に関連する問㢟について、地質

学的な理解を提供するために、地質学的調査機関として国に貢献している。従って、DMR
は、公的に実証、論証する政府機関として適している。 

- DMRは、本ODA事業で、地質学的知識と情報を適用して、タイ国の天然資源である帯水層

の地中熱の効率的な開発を行い、タイ国民の生活の質と経済的および社会的発展を促進した

いと考えている。そして、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱源を活用するために、日本の地

中熱利用技術をタイ国に導入・普及したいと考えている。 
 
(5)  C/P協議状況 

2020 年 1 月の調査で、DMR に ODA 事業の JICA とのミニッツのひな形を提示し、プロポーザ

ルが採択された後、カウンターパートと JICA がミニッツに調印して初めてプロࢪェクトが動き出

すので、なる࡭く早い時期にミニッツに調印することが望ましいことを説明。DMRは、C/Pとなる

ことを了承した。ミニッツに添付する役割分担表㸦表20参照㸧を説明し、大筋合意した。 
ボアホールの掘削や水冷式ヒートポンプの設置のEIAは、国立地質博物㤋の土地のオーナーであ
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る財務省に確認中である。㥔車場での掘削に関しては、DMRは了解済みであり、新たに申請する必

要はない。但し、掘削、配管工事後には元のコンクリート舗装に戻すことが条件である。水冷式ヒ

ートポンプ等の冷房システムの運転による電力代は DMR が負担する。また、運転に伴う日常の保

守管理、データ管理もDMRが実施することを了解した。ODA事業期間中、地中熱利用水冷式ヒー

トポンプ冷房システムは JICA に帰属するが、終了後は DMR に所有権が移る。終了後も適切な運

用を了解した。 
 

表 18 役割分担表 
 Japanese Side Thai Side 

EIA approval (If necessary)  ○ 
Approval and permission for drilling work, installation of GSHP, 
and its operation (If necessary) 

 ○ 

Transportation of GSHP system ○  
Tax benefits documentation for the importation of the GSHP 
system 

 ○ 

Obtaining permits for the use of the parking lot for the drilling 
heat exchangers 

 ○ 

Obtaining permits for the removal of concrete pavement for the 
drilling heat exchangers 

○  

Drilling for the GSHP heat exchangers, U-tube insertion, Water 
brine filling in the U-tube 

○  

Pipe laying work between heat source wells and the heat pump ○  
Restoration of the land (parking lot) back to current status after 
drilling 

○  

Installation and commissioning of GSHP system ○  
Cold water pipe laying work beyond heat pump ○  
Wiring works for power and controller after installation of the 
control panel 

○  

Electricity for the control panel  ○ 
Running cost of electricity, personnel expenditure, etc.  ○ 
Operation and management of the GSHP System  ○ 
Monitoring of the electric consumption of the GSHP System, 
inlet/outlet water temperatures and water flow 

○  

Technical transfer for the plant operation, management and 
maintenance 

○ ○ 

Training in Japan for the persons to be involved in the GSHP 
operation and maintenance 

○  

Establishment and holding of an evaluation committee 
composed by DMR, DEDE and Chulalongkorn University 

○ ○ 

EIA: Environmental Impact Assessment 

GSHP: Ground Source Heat Pump 

DEDE: Department of Alternative Energy Development and Efficiency 
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(6)   他ODA事業との連携可能性  

BMAは、JICAの技術協力プロࢪェクトの下で「2013年から2023年までのバンコク都気候変動

マスタープラン」の策定を行った。そして、JICAは、「バンコク都気候変動マスタープラン2013-
2023 実施能力強化プロࢪェクト㸦2017 年 12 月㹼2022 年12 月㸧」で、気候変動対策の専門家を

派遣している。気候変動対策専門家は BMA の専門の部署である気候変動戦略室とともに、マスタ

ープランの実施能力を向上させるプロࢪェクトを統括し、タイ政府や民間など関係者との連携を進

めている。 
 

バンコク都北部・バンスーでは、タイ運輸省が、JICAからの支援を受け、バンコク都の北部のバ

ンスー中央㥐の建設に伴い、㥐周辺地域をスマーシティーとして再開発を進めている。JICA は、

2017年11月に JICA 「バンスー地区再開発に係る情報収集・確認調査」 の最終報告書を作成し、

同報告書で開発ࢪࣅョン、コンセプト、推進体制等の提案を行った。そして、「バンスー中央㥐周

辺総合開発計画㸦2018年10月〜2019年6月㸧」の調査を実施、2018年9月から、スマートシテ

ィー開発専門家をタイ国鉄に派遣している。 
 

本 ODA 事業で導入する設備は、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱を活用して、空調システムの

省エネ化を行うものである。「2013年から2023年までのバンコク都気候変動マスタープラン」の

省エネの具体的なプロࢪェクトとして、有効な設備である。また、「バンスー中央㥐周辺総合開発」

は、スマーシティーとして再開発を進めており、省エネを進める上で、有効な設備である。 
気候変動対策専門家とは第1回調査で、スマートシティー開発専門家とは第2回調査で情報交換

を行なった。今後とも、両専門家との情報交換等を緊密に行い、バンコク都気候変動マスタープラ

ンの関係者、バンスー中央㥐周辺総合開発の関係者に ODA 事業の実証活動を公開し、帯水層の地

中熱利用による㧗効率冷房システムの技術的・経済的優位性をアピールしていきたいと考えている。 
 

3-1-2  ODA案件内容 

(1)  日本側投入 

国立地質博物㤋では、現在、冷房能力580kW の空気熱源ヒートポンプ4台で冷房を行っている。

ODA事業では、図48に示すように、既存の空冷式ヒートポンプによる冷房の一部を、帯水層の地

中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房に切り替えることで、冷房の消費電力を削減する。 
 

 
図 48 ODA事業地中熱利用水冷ヒートポンプ冷房システム導入計画 
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帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプシステムの設備を表 21 に示す。案件化調査で

実施した TRT の結果、国立地質博物㤋の交換熱量は、43.0W/m であった。したがって、ボーリン

グ深度は、50mでU チューブを挿入するボアホールのボーリング本数は、45 本である。冷却能力

は75.2kW を想定している。 
 

表 19 導入する設備 

  
水冷式ヒートポンプは、事務棟㸦正式名称は1階㸧の玄関に設置を予定している。合わせて、モ

ニター設備も設置し、ODA事業を来訪者に公開する計画である。事務棟に設置されている既設の空

調機とファンコイルの一覧を、表22に示す。表中の着色したファンコイル㸦空調器㸸冷気の吹き出

しファン㸧を対象とするシステムを検討した。 
 
 

表 20 水冷ヒートポンプによる冷房の空調機能力一覧 

  

単位

水冷式ヒートポンプ 1 台 5,900 5,900

冷却能力

消費電力 116kW

熱源水ポンプ φ65 x　460ℓ/min  INV 1 台 300 300

膨張タンク 1 台 300 300

地中熱交換器 ボアホール L=50m 45 ヶ所 400 18,000

機器据付費 一式 500

熱源水配管工事 一式 7,000

モニタリング装置 一式 1,200

制御計装工事 一式 500

付帯工事 一式 400

3,000

37,100

㥔車場コンクリート剥

がし・現状復帰

103kW

合計

名　　称 規格・寸法 数 量 単　価
金　㢠

千円

冷房能力

kW

廊下 1-5 エアハンࢻリングユニット 39.4
事務室 1-7,1-6 ファンコイル 10.7
事務室 1-12 ファンコイル 7.2
事務室 1-8 ファンコイル 16.1
事務室 1-13,1-14 ファンコイル 14.3
事務室 1-9 ファンコイル 16.1
事務室 1-16 ファンコイル 12.5
事務室 1-11,1-10 ファンコイル 10.7
ホール 1-1 エアハンࢻリングユニット 50.1
ホール 1-2 エアハンࢻリングユニット 57.3
ホール 1-3 エアハンࢻリングユニット 43.0
機械室 1-1 ファンコイル 10.7
機械室 1-17 ファンコイル 10.7
事務室 1-15 ファンコイル 17.9
本㤋 1-4 エアハンࢻリングユニット 35.8
大展示室 1-2,1-3 ファンコイル 12.5
大展示室 1-7 エアハンࢻリングユニット 49.2
大展示室 1-4 ファンコイル 10.7
大展示室 1-5 ファンコイル 10.7
大展示室 1-6 エアハンࢻリングユニット 121.2

合計 605.5

空調機タイプ部屋No
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事務棟2階の冷水の配管図を図49に示す。赤く着色した配管がODA事業で追加する配管で、赤

く着色したファンコイルが事務室の空調で。ODA事業の設備対象である。 

事務棟2階に導入することで、冷房する対象が事務室に限られており、データの計測や来訪者へ

の説明が容易である。 
 

 
図 49 事務棟2階の冷水配管図 

 

(2)  C/P投入 

DMRは、ODA事業実施にあたり、帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システムの熱交換器設

置のための用地㸦㥔車場㸧、ヒートポンプ設置場所、モニタリング設備・制御盤設置場所、事務棟

の既存の冷房設備を提供する。また、設置工事に必要な、電気、水を提供する。 
設備設置後、そして ODA 事業終了後は、設備の維持管理に責任を持ち、設備のランニングコス

トを負担する。また、電力消費量のモニタリングを行う。 
 

(3)  事業の実施体制 

ODA事業の事業実施体制を図50に示す。 
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図 50 事業実施体制 
 

(4)  事業の実施スケࢪュール 

2021年6月に普及・実証・ࢪࣅネス化事業に応募し、2022年3月から事業を開始する計画であ

る。O D A事業の事業実施スケࢪュールを図51に示す。 
 

 
図 51 事業スケࢪュール 
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(5)  成果 

事業実施により期待できる効果の試算値を、表 23 に示す。493 千円/年の電気代の削減効果があ

る。設備の維持管理の費用は電気代であることから、DMRが費用負担を行うことは可能である。 
 

表 21 ODA事業効果 

指標 地中熱・水冷 
ヒートポンプ 

空冷 
ヒートポンプ 効果 

COP 3.88 2.83 省エネ率 
26% 

年間消費電力量 72.1 MWh 98.8 MWh Ÿ 26.8 MWK 
年間電力代 1,342 千円 1,835 千円 ▲ 493千円 
温室効果࢞ス排出量 42.5 t-CO2e 58.3 t-CO2e Ÿ15.8 W-CO2e 
大気への放出熱量 0 GJ 355.9 GJ Ÿ 355.9 GJ 
運転日数㸸310日  運転時間㸸12時間 

電力代 月㢠基本料㸸312バーツ  1kWh当たり料金㸸5.11バーツ㸦ピーク時㸦月㹼金㸸9時㹼22時㸧㸧 

0.5897 t-co2/MWh (Combined Margin,2014): IGES List of Grid Emission Factors, 20180405 

 

x 本事業の成果 
成果1. バンコク㤳都圏の国立地質博物㤋に、水冷式ヒートポンプの排熱を帯水層に放熱して

冷房するシステムの技術と設備が導入される。 
成果2. バンコク㤳都圏の国立地質博物㤋に設置された帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒ

ートポンプ冷房システムが、適切に運営が行われ、冷房の消費電力が削減され、大気中への

放熱量とCO2排出量が削減されて、技術の有用性が実証される。 
成果3.  タイ国で帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの普及に向け

たࢪࣅネス展開計画が策定される。 
 
x 事業の内容(活動内容) 
 
成果1 
 

活動 1í㸯 案件化調査結果に基づいて帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ

冷房システムが設計、施工され、設置される 

成果2   
 

活動 2í㸯 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムが DMR によ

って運転、管理が行われて、冷房が行われる。 
活動 2í2 運転、メンテナンスが適切に行われるように、日本での受入活動及び現地で技

術指導を行う。 
活動 2í3 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの稼働状況の

モニタリング結果を地質博物㤋で公開する。 
活動 2í4 帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ冷房システムの稼働時の電力

消費量のモニタリングデータにより、冷房の電力代の削減効果、大気中への放熱量と

CO2排出量の削減効果を評価する。 
活動 2-5 エネルࢠー省、DMR、チェラロンコン大学等と評価委員会を設置して、活動2-

4の評価結果をもとに、技術的・経済的優位性を評価する。 
成果3 
 

活動 3í1  ODA事業活動中に事業計画を作成するとともに、マーケティング、営業活動

を行う。 
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3-1-3  本提案事業後のࢪࣅネス展開 

室内冷房用のヒートポンプの熱源を㧗温の空気から、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱へ切り替

えることは、大国では初めての試みである。ࢪࣅネス展開する上で、帯水層の地中熱源を利用する

水冷式ヒートポンプシステムの技術的・経済的優位性を、公的に実証し、地盤沈下等への影響がな

いこと理論的に論証することが必要である。 
本 ODA 事業で、帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システムを設置し、既存の空気熱源によ

る冷房システムを代替して冷房の消費電力を削減し、省エネ効果、電力代削減効果、温室効果࢞ス

の削減効果、大気中への排熱削減効果を検証して、技術的・経済的優位性を実証する。また、実証

活動は、モニターで見える化し、主要ユーザーであるオーナー、デベロッパー、政府関係者に加え

て、一般市民にも広く公開し、帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システムの認知度を㧗める。 
国立地質博物㤋は、広く一般市民に開放され、小中㧗生の見学者も多いことから、本 ODA 事業

終了後も、DMRが、一般市民を含め関係者に、帯水層の地中熱利用による㧗効率冷房システム運転

状況を公開する。 
 

3-2 ODA事業実施における課㢟・リスクと対応策  

水冷式ヒートポンプは、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱を利用する。地層は、熱伝導率が異な

り、地域、深さ、地下水の有無などにより、ボーリング孔㸦帯水層㸧ヘの排熱性能が異なる。この

ため、本調査で熱応答試㦂を行い、事前に熱伝導率を把握して、適切なボーリング総延長、ボーリ

ング深度を決めた。これにより、帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房シス

テムが、帯水層の地質条件等に適合しないリスクを回避した。 
帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システムは、タイ国への導入が始ま

ったばかりであり、帯水層に熱交換器を設置するためのボーリングは、㧗度な技術が必要である。

ODA事業では、ボーリング業者にボーリング技術を指導し、ボーリング孔が崩れるなどの技術リス

クを回避する。 
 

3-3 環境社会配慮等 

帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システムは、排気、排水、㦁音によ

る環境負荷は無い。 
帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システムは、クローࢻࢬループ方式と

オープンループ方式に分けられる㸦図52参照㸧。クローࢻࢬループ方式は、地中の地中熱交換器に

水を循環させて熱交換を行い、ヒートポンプで冷房を行う。オープンループ方式では、井戸から地

下水を揚水してヒートポンプで冷房を行う。バンコク都市圏で採用する方式は、クローࢻࢬループ

方式であり、地下水を汲み上ࡆないため地下水位の変動、地盤沈下等への影響はない。 
DMR は、帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システム設置において、

特別な認可及び環境評価書が必要ないと表明している。 
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出典㸸NPO地中熱利用促進協会 

図 52 クローࢻࢬループ方式とオープンループ方式 
 
 

省エネ対策、ヒートアイランࢻ対策、火力発電所の大気汚染問㢟への解決策として、地中熱源ヒ

ートポンプシステムを導入することで、電力の消費量と大気への空調設備の排熱が減る。これによ

って、二酸化炭素の排出量も削減され、温暖化防止に貢献する。さらには、ヒートアイランࢻ現象

を緩和し、火力発電所の大気汚染物質の発生量を減らすことで、バンコク市民の健康に貢献する。 
 

3-4 ODA 事業実施/連携を通ࡌて期待される開発効果    

普及・実証・ࢪࣅネス化事業において地質博物㤋に地中熱ヒートポンプによる冷房システムを設

置、運用し、電気使用量等のデータを取得して分析し、同システムの有用性を実証することで、開

発課㢟に対する以下の効果が期待できる。 
 
 

効果1㸸年間の電気使用量が、98.8MWhから72.1MWhへと削減され、空冷式ヒートポンプに

対する省エネ効果が実証される。 
効果2㸸年間の電気使用量が、98.8MWhから72.1MWhへと削減されることで、年間CO2排

出量が15.8t-CO2e削減され、地球温暖化の緩和に貢献することが実証される。 
効果3㸸年間の電気使用量が、98.8MWhから72.1MWhへと削減されることによる電力料金の

削減効果から経済性を評価して、経済的優位性が実証される。 
効果4㸸国立地質博物㤋での公開、セミナーでの発表、HPでの発信により普及・実証・ࢪࣅ

ネス化事業の成果を紹介することで、タイ国における帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒ

ートポンプによる冷房システムの有用性及び優位性が認知される。 
効果5㸸タイ国で、室内冷房システムとして帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプ

による冷房システムの普及が始まり、室内冷房によるヒートアイランࢻ現象の緩和に貢献す

る。そして、室内冷房によるCO2排出量が削減されて、バンコク市の「バンコク都気候変動

マスタープラン2013-2023」の目標達成に貢献する。 
 

  

帯水層
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第4章  ࢪࣅネス展開計画 

 ネス展開計画概要ࢪࣅ 4-1

短期的には、事業全体のマネーࢪメントは日本で行い、GEOサーࣅス提供会社の「現地責任者」

が営業活動を行なって、タイ事業をスタートしたいと考えている。 
次のステップで、提携先である企業選定を行い、ミサワ環境技術が50%未満の出資割合でタイの

協力企業と新たに現地法人「タイ地中熱開発㸦仮称㸧」を設立し、技術移転を行い、ࢪࣅネス展開

がおこなえるようにする計画である。 
東南アࢪアには、ベトナムの紅河デルタ地帯、メコンデルタ地帯、タイのチャオプラヤデルタ地

帯、ミャンマーのエーヤワディーデルタ地帯がある。それࡒれ、ハノイ、ホーチミン、バンコク、

ヤンゴンと、東南アࢪアでも有数の大都市が位置する㸦図51参照㸧。他のデルタ地帯でも、タイの

チャオプラヤデルタ地帯同様に、河川の源水とする帯水層が賦存することから、地中熱利用による

㧗効率冷房システムの普及の可能性がある。特に、ベトナムについては、CCOP-GSJ 地下水プロ

ࢬ ェクト・フェーࢪ III の地中熱サブプロࢪェクトとして、バンコク㤳都圏同様に、紅河デルタ地

帯のハノイ市で試㦂が進められていることから、ODA事業の成果を踏まえて、ࢪࣅネス展開を図り

たいと考えている。 
 

 
図 53 東南アࢪアのデルタ地帯 

 
4-2 市場分析 

バンコク㤳都圏は、デルタ地域の帯水層の地中熱利用が可能である。バンコク都内におけるエネ

ルࢠーセクターのGHG 排出量の99%以上がバンコク都施設以外の民間等の施設からであり、また

その 30%以上が商業施設や大規模ࣅル、工場からの排出である4。既存ࣅルでは冷房設備に多くの

エネルࢠーを使用している。これらのࣅルの冷房に、帯水層の地中熱源を利用するヒートポンプシ

                                         
4 JICA 䝍䜲国 䝞䞁䝁䜽㒔気候変動䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁 (2013-2023年)作成䞉実施⬟力向上䝥䝻䝆䜵䜽䝖 䝥䝻䝆䜵䜽䝖事業完了報告書 
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ステムによる冷房による省エネ改修を実施することで、大幅なエネルࢠー消費量削減が可能となる。 
 

帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システムでは、地中熱交換器敷設の

ための敷地が必要である。既存の建物では、㥔車場等の空地が必要となることから、郊外のショッ

ピングモール、工場等が対象となる。グランࢻや緑地がある学校、公共施設も対象となる。新規の

建物であれば、基礎杭とともに熱交換器を設置することが可能であることから、バンスー中央㥐周

辺開発等の再開発、新規大規模ࣅル建設等が対象となる。 
 

また、経済性を増すためには稼働時間が長い施設が、電力料金の削減効果が大きい。病院、ショ

ッピングモール、工場等が対象となる。 
タイ国の電力料金は、約3年毎に改定される基本料金に、4ヵ月毎に改定される燃料価格㸦Ft:Fuel 

Tariff㸧を加算して決定される仕組みになっている。図 54に示すように、2017年に入り天然࢞ス価

格の上昇を受けて電力料金も再び上昇に転ࡌている。ࣅル・ショッピングセンター所有者にとって、

帯水層の地中熱源を利用する水冷式ヒートポンプによる冷房システム導入は、光熱費削減の経済的

メリットが㧗いと言える。 
 

 
 

出典㸸【テピアマンスリー今月の話㢟】2017 年 10 月号 

図 54 タイ国の工業用(小規模事業者向)電気料金推移(平均値)  

 
出典㸸JETRO資料より みずほ銀行国際戦略情報部作成  

 
図 55 日系進出企業の推移 

 2015年にⓎ⾲された EEPの中で、タイ政府はエネルギーの⤒済効⋡を♧す「対 GDPエネ

ルギー消㈝指数㸦エネルギーインテンシティー㸧」を 2036年までに 2010年比で 30㸣削減す

ることを┠標として掲げている。この実⌧に向け、タイ政府は㏆年、┬エネタ備導入時の

⿵助㔠支⤥や ESCOファンドのタ❧といった政⟇を打ち出している。 

 

電気料金の推移 

 無ㄽ、こうした国家の思惑と民㛫事業⪅の┬エネ意欲とは必ずしも㐃動しない。当↛の

ことながら、民㛫事業⪅の┬エネ意欲はエネルギー価格が㧗㦐すれば㧗まり、下ⴠすれば

低下する。タイの㟁力料㔠は、⣙ 3年毎に改定される基本料㔠に、4ヵ月毎に改定される⇞

料価格㸦Ft㸹Fuel Tariff㸧を加⟬して決定される仕⤌みになっているが、㏆年、Ⓨ㟁⏝主

力⇞料である天↛ガス価格が 2014年をピークに下ⴠしたため、2015㸫2016年は㟁気料㔠も

低レベルで推⛣してきた。ところが 2017年に入り天↛ガス価格の上昇を受けて㟁力料㔠も

再び上昇に㌿じている。ここに来て、民㛫事業⪅側も┬エネに対して本気で取り⤌まざる

をえない≧況が⏕じつつあるのだ。 

 

 

 

出典・備⪃㸸2011年までの各数値は DEDE「Electric Power in Thailand」における PEA地域工業⏝㟁力。

2012年以㝆は PEAⓎ⾲の小つ模事業⪅㸦22-33kV利⏝㸧向け基準㟁力価格をもとに 3ヵ月毎の Ft㸦出所㸸

ERCウェブサイト㸧を年平均で加⟬し⟬出。 

 

 

ESCOの普及と省エネࢪࣅネスの機運の㧗まり 

 こうしたタイ政府・民㛫双方の┬エネに対する機㐠の㧗まりを受け、┬エネ効果の㧗い

タ備を導入し、従来の機器を使っていれば本来かかっていた⇞料価格と実㝿の⇞料価格と
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冷房のための空調設備が必要な工場は、有望な市場である。タイへの日系企業の進出数は、図55
に示すように右肩上がりで増加しており、2017年時点で5,444社が進出、内2,346社が製造業であ

る㸦表24参照㸧。これらの工場は、図56に示すようにバンコク㤳都圏および周辺に集中している

ことから、主要な市場である。 
 

表 22 製造業内訳 

 
出典㸸JETRO資料より みずほ銀行国際戦略情報部作成  

 

 

https://biz.wisebk.com/wp-content/uploads/2018wb_ie.jpg 

図 56 タイ国の工業団地 
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10 5 5 原材料価格 上昇 122(38) 27(11) 149(26)

回⟅企業数 321 254 575(100)

⤒営 ㄢ㢟

䠄出所䠅2018年4月䚸JETRO㈨料䠄元䝕䞊䝍䠖䝞䞁䝁䜽日本人商工会㆟所䠅䜘䜚
䜏䛪䜋㖟⾜国㝿戦略情報㒊作成

単位䠖件数䚸䠄䠅内 回⟅企業数割合(䠂)

㠀〇㐀業内ヂ 2,890
卸売業 1,278
専㛛䝃䞊䝡䝇業 256
㐠㍺業䚸㒑便業 204
情報㏻信業 191
技⾡䝃䞊䝡䝇業 153
㣧㣗店 147
䛭 他 661

23

14年度ㄪ査 15年度ㄪ査 16年度ㄪ査 17年度ㄪ査 18年度ㄪ査
1 䜲䞁䝗 1 䜲䞁䝗 1 䜲䞁䝗 1 中国 1 中国

2 䜲䞁䝗䝛䝅䜰 2 䜲䞁䝗䝛䝅䜰 2 中国 2 䜲䞁䝗 2 䜲䞁䝗

3 中国 3 中国 3 䜲䞁䝗䝛䝅䜰 3 䝧䝖䝘䝮 3 䝍䜲

4 䝍䜲 4 䝍䜲 4 䝧䝖䝘䝮 4 䝍䜲 4 䝧䝖䝘䝮

5 䝧䝖䝘䝮 5 䝧䝖䝘䝮 5 䝍䜲 5 䜲䞁䝗䝛䝅䜰 5 䜲䞁䝗䝛䝅䜰
6 䝯䜻䝅䝁 6 䝯䜻䝅䝁 6 䝯䜻䝅䝁 6 ⡿国 6 ⡿国

7 䝤䝷䝆䝹 7 ⡿国 7 ⡿国 7 䝯䜻䝅䝁 7 䝯䜻䝅䝁

8 ⡿国 8 䝣䜱䝸䝢䞁 8 䝣䜱䝸䝢䞁 8 䝣䜱䝸䝢䞁 8 䝣䜱䝸䝢䞁

9 䝻䝅䜰 9 䝤䝷䝆䝹 9 䝭䝱䞁䝬䞊 9 䝭䝱䞁䝬䞊 9 䝭䝱䞁䝬䞊

10 䝭䝱䞁䝬䞊 10 䝭䝱䞁䝬䞊 10 䝤䝷䝆䝹 10 㡑国 10 䝬䝺䞊䝅䜰
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表 23 設備投資㢠比較 
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図 57 移流型地中熱交換器挿入工法 
 

表 24 JCM制度を活用した時のユーザーのメリット 
㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
4-3 バリューチェーン 
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図 58  GEOを活用した時のバリューチェーン 

 
 

㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 59 現地法人を設立した時のバリューチェーン 

  

4-4 進出形態とパートナー候補 

進出形態として、以下の5ケースを検討した。中長期的には④現地法人をミサワ環境技術 50%
未満出資で設立し図59 のバリューチェーンで進出、短期的には⑤GEO により図 58 のバリューチ

ェーンで、タイに進出したいと考えている。 
① 㥔在員事務所 
② 支店 
③ 現地法人㸸ミサワ環境技術 51%以上出資 
④ 現地法人㸸ミサワ環境技術 50%未満出資 
⑤ GEO  
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① 㥔在員事務所 

㥔在員事務所は、現地において主に情報収集行う形態で、企業活動を行うことができないため、

対象外とした。 
 
② 支店 

外国企業の支店は営業活動が可能であるが、支店の税務、法務などの責任がタイ国と日本の両

者に跨って複雑である。外国企業の本社がタイ国内から直接収入を得た場合は、歳入局㸦Revenue 
Department㸧によってタイ国の課税対象であるとみなされる可能性がある。また、法律的責任が

本社へ及ぶこともあるため、進出形態として一般的ではない。 従って、対象外とした。 
 
③ 現地法人㸸ミサワ環境技術 51%以上出資 

製造業を除いて外国企業がタイ国内で事業を行うには「外国人事業法㸦FOREIGN BUSINESS 
ACT B.E.2542㸦1999㸧㸧」を遵守することが求められ、最も重要な関連法である。外国人事業法

は『外国人』が行ってはならない『規制事業』を規定し、外国人が規制業種を行う場合の条件、

手続きを規定している。外国人事業法は、タイ国の地場産業を外資から守るために制定された法

律であり、国籍法上の外国人だけでなく、資本の半分以上が外資の法人も外国人に含めている。

従って、ミサワ環境技術が、『規制事業』資本金の51㸣以上を出資して、現地法人を設立した場

合、外国人事業法の外国人と見なされる。資本の半分以上が外資の会社は、『規制事業』を行な

ってはならない。 
 

㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
④ 現地法人㸸ミサワ環境技術 50%未満出資 
㠀公㛤 
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㠀公㛤 
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図 60 現地法人を設立した時の事業実施体制-1 

 
 

㠀公㛤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 

図 61 現地法人を設立した時の事事業実施体制-2 
 

⑤ GEO5  
GEO は、欧米企業を中心に海外進出時の事業形態として注目を集めている方法である。上記

で記載したように、「現地法人」の手続きは煩雑で、大きなコストが必要となる。一方で、「支

店」や「㥔在員事務所」では規制や制限がある。その双方の課㢟を解決するために「雇用代行」

という方法をとるのが、GEOである。 
この方法では、短期間㸦最速2週間㸧、低コストで、タイ国にて事業活動㸦営業活動㸧をスタ

ートさせることができ、不確定要素の多い海外ࢪࣅネスにおいて、柔軟な戦略を取ることができ

る手法である。タイのGEOサーࣅスの提供会社とサーࣅス契約を結び、GEOサーࣅス提供会社

                                         
5 DLJLPa ³出島䇾 https://www.digima-japan.com/knowhow/thailand/13867.php 
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が、ミサワ環境技術が指定する「現地責任者㸦タイ国でࢪࣅネスを任せたい人材㸧」を現地で雇

用する。その人材が、サーࣅス提供会社が提供するサーࣅスの一環として、ミサワ環境技術の事

業活動を行う。ミサワ環境技術は、自社の事業を任せるに相応しい人材を「現地責任者」として

雇用する事ができる。この仕組みによって、煩雑な手続きを必要とせず、㥔在員事務所ではでき

ないような事業活動をタイ現地で行うことができる。 
 

㠀公㛤 

 

 
 
 
 

 
  
㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 62 GEOを活用した時の事業実施体制 
 

4-5 収支計画 
 

㠀公㛤 
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表 25 収支計画 

 
㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
㠀公㛤 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

4-6 想定される課㢟・リスクと対応策 

想定されるリスクは、下記の通りである。 
䞉 品質管理リスク㸸提携先である企業が、施工ミスをしたり、メンテナンス対応が出来なかった

りすると、市場の信㢗を失う。そこで、技術水準の㧗い現地企業と提携することで、施工、メ

ンテナンスの体制を整えたいと考えている。提携企業に出張ベースではあるが日本から技術者

を派遣して、技術移転を行い、施工、メンテナンスの管理レベルを㧗める。 
䞉 環境社会配慮リスク㸸地中熱源ヒートポンプシステムは、バンコク㤳都圏の帯水層の地中熱を

利用する。帯水層を利用することから、地盤沈下等の㢼評被害が懸念される。D M Rと連携

し、バンコク市民等への帯水層の地中熱利用の広報活動を行い、㢼評被害を避ける。 
 

 て期待される開発効果ࡌネス展開を通ࢪࣅ 4-7

ネスをタイ国で展開し、帯水層の地中熱を利用したヒートポンプシステムが普及することにࢪࣅ
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より、以下の効果が期待できる。 
効果1. バンコク㤳都圏をはࡌめ、タイ国のチャオプラヤ平野の都市において空冷式ヒートポ

ンプで行われている冷房が、帯水層の地中熱を利用したヒートポンプシステムに切り替えら

れる。電力消費量が削減されて、電力需給の緩和に貢献する。 
効果2.電力消費量の削減により、火力発電所からの大気汚染物質の排出量が削減される。そし

て、CO2排出量が削減されて、地球温暖化の緩和に貢献する。 
効果3. 帯水層の地中熱を利用した水冷式ヒートポンプシステムに切り替えることで、ヒート

ポンプからの排熱は帯水層に放出される。冷房のため、これまで空冷式ヒートポンプにより

大気中に放出されていた熱が削減され、バンコク㤳都圏をはࡌめ、タイ国のチャオプラヤ平

野の都市において、ヒートアイランࢻ現象の緩和に貢献する。 
効果4. ベトナムのハノイ、ホーチミン等、アࢪア諸国のデルタ地帯で、帯水層の地中熱を利

用したヒートポンプシステムの普及が始まる。これらの国々でも、電力消費量削減による電

力需給の緩和に貢献する。そして、冷房のためのヒートポンプからの排熱が帯水層に放出さ

れ、ヒートアイランࢻ現象の緩和に貢献する。 
 

4-8 日本国内地元経済・地域活性化への貢献 

ミサワ環境技術は、広島県の業種機械部門において「地中熱エネルࢠーシステム」で、広島県の

オンリーワン/ナンバーワン企業に登録されており、広島県の企業間の技術提携や新規産業創出への

原動力となっている。ミサワ環境技術は、広島県では40件、本社が位置する三次市では10件以上

納入、「地中熱利用システムの開発・事業化」で環境にやさしい技術開発と地域への導入が評価さ

れて、2001年に「ひろしま環境賞」を受賞、三次市においても「みよし環境大賞特別賞」を2007
年に受賞している。この他、2004年には「地球温暖化防止活動環境大臣賞」、2009 年に「㣗品産

業 CO2削減大賞農林水産大臣賞」、2012 年に「サステナブル建築賞小規模建築部門国土交通大臣

賞」、2017年に全建賞をそれࡒれ受賞し、広島県北部の三次市より、全国に向けて再生可能エネル

 。ー熱である地中熱の普及に貢献していることが評価されているࢠ
また、福島県内では、国交省のプロࢪェクトで 1998 年より猪苗代湖内の湖水熱を利用した融雪

システムの開発を行ったことがきっかけで、会津若松市に福島営業所を開設し、会津地方を中心に

地中熱利用の融雪や空調設備の導入を行ってきた。特に東日本大震災以降は、福島県で、日本大学、

産総研福島再生可能エネルࢠー研究所、県内企業との産官学連携を行い、さらには、2017年には地

元企業と福島県地中熱利用技術開発有限責任事業組合を設立し、福島県の地中熱を含む再エネ普及

に取り組んでいる。 
 

ミサワ環境技術は、これまでに地中熱事業で全国展開しているものの、東・北日本エリアの寒冷

地での導入実績が多く、温暖地である特に西日本エリアでの実績は少ない傾向にある。今回、熱帯

であるタイ国国内にて、冷房主体とする施設において㧗効率な地中熱ヒートポンプシステムの導入

実績ができることにより、冷房需要の多い西日本エリアへの市場展開が容易となる。IKEA福岡新宮

では、実際に冷房需要の大きな施設で、大きな省エネ効果が得られている。広島県をはࡌめとする

西日本エリアにおける冷房需要ないし冷却規模の大きい施設には、タイ国内での実績・効果が生か

せる可能性が大きい。地中熱設備は、地中熱交換器を設置するためのボーリング工事から配管工事、

機器設置工事や制御・計装工事など多様な業種の企業の参画が可能となる。東・北日本に留まらず、

西日本地域にも省エネ効果の大きい地中熱ヒートポンプシステムの導入・普及が進むことにより、

地域の経済、活性化に大いに貢献できるものである。 
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SUMMARY 

 
 

1. Development issue of target country and area 

Kingdom of Thailand (Thailand) plans to reduce energy consumption per unit of GDP by 30% 
compared to 2010 by 2036 as described LQ ³EQHUJ\ EIILcLHQc\ POaQ 2015-2036 (EEP 2015)  ́
announced in 2015. Also in Nationally Determined Contributions (NDCs) of the Paris-Agreement, a 
20% reduction in GHG emissions relative to business-as-usual (BAU) in 2030 is proposed and 
promoting energy conservation is becoming an urgent task. 

All heat pumps of air conditioners in Bangkok, the capital of Thailand, are air-source type. Along with 
economic development, energy consumption for air conditioning is expected to increase in commercial 
facilities, office buildings and condominiums, etc. Promotion of energy conservation in these sectors is 
an issue. Air conditioners release a large amount of high-temperature waste heat to the atmosphere, 
which is a cause of heat island phenomenon and also affecting global warming. Furthermore, since 
the power consumption of the air-source heat pump (ASHP) system is large, it has crucial influence 
on the tightness of electricity supply and demand.  

GHG reduction target of Thailand is to reduce GHG emissions by 2030 up to 25% compared to 
BAU. The electricity power sector accounts for 36.2% of CO2 emissions in 2018 and is the largest 
source of emissions among sectors. In order to achieve the target, the National Power Development 
Plan 2018 from 2018 to 2037 states that the CO2 emission from electricity in 2037 would be decreased 
to 0.283 kg CO2/kWh and 103,845 thousand tons. The CO2 emission from electricity in January 2019 
is 0.480 kg CO2/kWh, and it is necessary to further reduce 0.197 kg CO2/kWh. For this reason, in the 
electric power sector, further efforts for energy saving are required along with the spread of renewable 
energy, and it is necessary to introduce highly efficient energy saving technology in order to reduce 
CO2 emissions. 

 

2. Purpose 

Misawa Environmental Technology Co., Ltd. (MISAWA) provides consistent services including 
planning, proposal, investigation, design, construction and maintenance of groundwater heat source 
utilization systems, except manufacturing of groundwater source heat pump (GSHP). MISAWA plans 
to introduce GSHP cooling system that utilizes groundwater heat source instead of traditional air 
conditioners using ASHP in the Capital Region of Bangkok. The purpose of this survey is to confirm 
whether the system introduced can reduce electricity consumption and can contribute to improve heat 
island phenomenon and mitigate global warming. 

The current situation of the use of ASHP in Bangkok and the technical and economical compatibility 
of GSHP cooling system using groundwater heat source are studied in the survey. The verification 
survey and business plan is also prepared through the survey. 

 
3. Survey area and country 
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Capital region of Bangkok (Bangkok City, Nonthaburi Province, Samut Prakan Province, Pathum 
Thani Province, Samut Sakhon Province, Nakhon Prathom Province) in Thailand (see Figure 1). 

 

x  
 

  Figure 1 Survey site (Capital Region of Bangkok) 
 

4. Proposed company, product and technology 

(1) Outline of the proposed product and technology 
As a result of the study by CCOP (Coordinating Committee for Geoscience Programs in East and 

Southeast Asia㸧,subsurface thermal structure in the Chao-Phraya Plain, downstream area of Chao-
Phraya River where Bangkok city is located, has been clarified. Groundwater to be used as heat 
source can be characterized by two thick aquifers at the depth of around 50 meters and 100 meters 
as shown in Figure 2. The temperature of the first Bangkok aquifer at the depth of around 50 meters 
is 27~30ºC, which is lower than the maximum temperature in Bangkok throughout the year. 
Accordingly, this aquifer can be used as heat sink for the cooling system as shown in Figure 3. 

 

 

Figure 2  Aquifers system in Bangkok 
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Figure 3  Maximum and minimum temperature of air and aquifer in Bangkok 

 

There are two types of air-conditioning systems for large facilities such as buildings and shopping 
malls. Those are central heat source type (central air-conditioning) and individual heat source type 
(multi-air-conditioning), depending on where heat sources such as refrigerators are placed. The 
proposed technology is ³cHQWUaO heat source W\SH  ́aLU cRQdLWLRQLQJ V\VWHP. 

The central heat source type is a method of air-conditioning by combining heat source devices (heat 
pumps or the like) and air conditioners (fan coils or the like). Heat pumps are roughly classified into air-
cooled and water-cooled types. 

- Air-cooled heat pump radiates heat from the condenser to the outside air to create cold water. 
- Water-cooled heat pump radiates heat from the condenser to cooling water to create cold 

water 
In Thailand, cooling is usually performed with air-cooled heat pumps. The proposed technology is 

cooling with water-cooled heat pumps. Usually, cooling water is produced in cooling towers and sent 
to heat pumps in the water-cooled type. The proposed technology is a method in which underground 
heat exchangers radiate heat to aquifers to cool the cooling water instead of cooling towers and sends 
it to heat pumps. The water cooled by heat pumps is sent to fan coils and used for cooling (see Figure 
4). 

 
Figure 4 Schematic diagram of GSHP system 

Fan coils

Fan coils

Fan coils

Air source heat pumps (580kW x 4) Groundwater source heat pump chillers (100kW x 2)

Aquifer

Groundwater source heat 
exchangers (50m x 70 )

50
m

地中熱
交換器

(
)



 

 63 

The system consists of underground heat exchangers, GSHP, indoor units, and the like. U-tube 
(underground heat source exchanger) made of polyethylene with an outer diameter of 42 mm are 
installed in 50m depth boreholes with diameter of about 200 mm in Capital Region of Bangkok. 

 

(2) Adaptability of the product and technology to the field 
In this feasibility survey, drilling a borehole and thermal response test (TRT) were conducted at 

National Geological Museum where the ODA project is proposed to be implemented. As a result of 
the drilling, a layer mainly composed of medium to coarse sand is located between GL-39 and GL-
46m, and this layer is considered to be an aquifer. TKH aSSaUHQW WKHUPaO cRQdXcWLYLW\ Ȝs of Well-1 (new 
well) in the National Geological Museum was estimated to be 1.74 W/m/K, and that of Well-2 (existing 
well) was 1.69 W/m/K, based on the TRT. Since these apparent thermal conductivity values are higher 
than those of soil without general groundwater flow, and are recognized to be influenced by 
groundwater flow, it is considered to be advantageous for utilization of underground heat source. 

The possibility of introducing and disseminating GSHP was evaluated by assessing high or low 
potential area of groundwater source heat utilization (groundwater source heat potential) based on the 
underground environment data (groundwater flow velocity, groundwater level, temperature, etc.) of 
CCOP for aquifers in Capital Region of Bangkok area. 

Relatively good values are indicated around Chao Phraya River. It is considered that the 
groundwater level greatly affects the heat exchange capacity of GSHP system from these results. The 
reason is that the closer the groundwater level is to the surface, the more the stratum is saturated with 
water, and the higher the effective thermal conductivity of the stratum is. Therefore, it seems to be 
preferable to use groundwater heat in the area where groundwater level recovers quickly such as 
along rivers or floodplains or where there is no pumping well nearby in Thailand. Since the installation 
of GSHP system along Chao Phraya River where many people live is particularly preferable, it is 
estimated that promoting introduction of the system contribute to suppression of heat island 
phenomenon and also contribute to improvement of environmental problems in Southeast Asia. 

 
(3) Potential for solving development issues 

An index indicating how many kW of heat can be taken (cooled) when 1kW of electricity (fuel) is 
supplied to a heat pump is called coefficient of performance (COP). COP is used as a measure of the 
energy consumption efficiency of cooling equipment, etc., and the higher the COP value is, the better 
the energy saving performance is. 

Based on the energy saving effect of introducing GSHP as an alternative to air-cooled heat pump 
that is conventionally used in Capital Region of Bangkok, the local suitability of the proposed products 
and technologies was evaluated. Indicators for the evaluation are COP, power consumption, electricity 
cost, GHG emissions, and the amount of heat released to the atmosphere. Table 1 show the 
evaluation results when GSHP with cooling capacity of 82.9 kW is introduced. 
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Table 1  Comparison of GSHP and ASHP  
 

Indicator GSHP ASHP Effect 

COP 3.88 2.83 Energy saving rate 
26% 

Annual power 
consumption 81.1 MWh/y 109.0 MWh/y Ÿ 27.9MWK/\ 

Annual electricity cost 1,508 k yen/y 2,021 k yen/y ▲ 514 k yen/y 
Annual amount of GHG 
emissions 47.8 tCO2e/y 64.3 tCO2e/y Ÿ 16.4 WCO2e/y 

Annual amount of heat 
released to the 
atmosphere 

0.0 GJ 403.9 GJ Ÿ 403.9 GJ 

Operation days: 310 days/y  Operation time: 12 hours/day 
Electricity bill: Basic charge 312 baht/month, meter rate charge 5.11 baht/kWh 

(Peak time Mon-Fri: 09-22㸧 
GHG emissions of electricity: 0.5897 t-CO2/MWh (Combined Margin, 2014 : IGES List of Grid 
Emission Factors, 5th April, 2018) 

 

5. Work program of ODA project 

(1) Scheme 
SDGs Business Verification Survey with the Private Sector is proposed as ODA project . 

 
(2) Objective 

A high-efficiency GSHP cooling system using heat source of aquifers is installed and the existing 
air-heated cooling system is replaced. The objective is to demonstrate technical and economic 
advantages of the proposed system by monitoring power consumption and verifying the energy saving 
effect, reduction of power cost, reduction of greenhouse gas emissions, and reduction of exhaust heat 
into the atmosphere based on the amount of reduction in power consumption. 

 
(3) Candidate counterpart agency and organization 

Department of Mineral Resources (DMR) 
DMR is one of internal departments of Ministry of Natural Resources and Environment (MoNRE) 

and the owner of National Geological Museum. DMR will provide facilities, maintain equipment and 
bear running costs for the project. 

 
(4) Project site 

National Geological Museum (owned by DMR), Pathum Thani Province, Capital region of Bangkok 
 
(5) Activity of the project 

National Geological Museum currently uses four 580 kW ASHP for cooling. By the ODA project, a 
part of the existing ASHP cooling capacity, that is, cooling system only for the second floor of the office 
building is switched to GSHP. Thus, the power consumption for cooling is reduced. 

The heat exchange rate at National Geological Museum was 43.0 W/m. It is planned to drill 45 
boreholes down to 50m depth in order to insert U tubes and connect with GSHP system. Total cooling 
capacity is estimated 75.2 kW. The GSHP is planned to install at the entrance of the office building. At 
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the same time, a monitoring facility is installed to release the result of the ODA project to visitors. As 
monitoring area is limited in the project, it is easy to measure data and explain the result to visitors. 

 
(6) Outcome of the project  

Outcome 1: The technology and equipment of cooling system that radiate the exhaust heat of 
GSHP to aquifers are introduced to National Geological Museum in Capital region of Bangkok. 

Outcome 2: The GSHP cooling system using heat source of aquifers installed at National 
Geological Museum is operated properly, and the power consumption for cooling is reduced. 
As a result, the amount of heat released into the atmosphere and CO2 emissions are reduced 
and the usefulness of the technology is demonstrated. 

Outcome 3: Business development plans are formulated in Thailand to promote the use of 
GSHP cooling system using heat source of aquifers. 

 
(7) Content of the project (Activity content) 
 

Outcome 1 Activity 1-1: GSHP cooling system using heat source of aquifers is designed, 
constructed and installed based on the results of the feasibility survey.  

Outcome 2 
 

Activity 2-1: GSHP cooling system using heat source of aquifers is operated and 
managed by DMR to perform cooling.  

Activity 2-2: Invited activities in Japan and technical guidance on site are provided in 
order to operate and do maintenance appropriately. 

Activity 2-3: Monitoring results of the operation status of GSHP cooling system using 
heat source of aquifers will be released at National Geological Museum.  

Activity 2-4: The effects of reducing electricity cost for cooling, the amount of heat 
released to the atmosphere and CO2 emissions are evaluated based on the 
monitoring data of power consumption during operation of GSHP cooling system 
using heat source of aquifers.  

Activity 2-5: The evaluation committee is established with Ministry of Energy, DMR, 
and Chelalongkorn University to evaluate the technical and economic advantages 
based on the evaluation results of Activity 2-4.  

Outcome 3 Activity 3-1: Business plans are cleated and marketing and sales activities are 
conducted during ODA project. 

 

(8) Expected impacts through the ODA project 
The verification survey will demonstrate the usefulness of the system by installing and operating 

GSHP cooling system at the Geological Museum. As a result, the following impact on development 
issues can be expected.  

Impact 1: Energy saving effect relative to ASHP is demonstrated by reduction of annual electricity 
consumption from 98.8 MWh to 72.1 MWh. 

Impact 2: Contribution to mitigate global warming is demonstrated by reducing 15.8 tCO2 of GHG 
emissions annually due to reduction of annual electricity consumption from 98.8 MWh to 72.1 
MWh. 
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Impact 3: Economical advantage is demonstrated by evaluating economics of electricity cost 
saving effect due to reduction of annual electricity consumption from 98.8 MWh to 72.1 MWh. 

Impact 4: Availability and superiority of GSHP cooling system installed in Thailand are 
recognized by presenting the results of the dissemination and demonstration survey at 
seminars and introducing them at internet websites. 

Impact 5: Onset of diffusion to utilize GSHP cooling system in Thailand contributes to mitigate 
heat island phenomenon due to heat released by ASHP air conditioning. Furthermore, 
reduction of CO2 HPLVVLRQV IURP aLU cRQdLWLRQLQJ cRQWULbXWHV WR acKLHYH WKH JRaO RI ³BaQJNRN 
City Climate Change Master Plan 2013-2023 .́ 

 
6. Business development plan 

(1) Overview 
For the time being, it is planned to control total management of the business in Japan, and start 

business activity b\ KaYLQJ ³ORcaO PaQaJHUV  ́of Global Employment Outsourcing (GEO) service 
provider who conduct sales activities.  

In the next step, a Thai company to be a partner is selected, and MISAWA establish a new local 
subsidiary, ³Thailand Ground Source Heat DHYHORSPHQW (WHQWaWLYH QaPH)́ , with a stake of less than 
50%. MISAWA also has a plan to carry out technical transfer to the company to advance business 
development. 

(2) Expected impact of the business development 
The following effects can be expected by expanding the business in Thailand and disseminating the 

GSHP cooling system. 
Impact 1: Air-cooled heat pumps in cities at Chao Phraya Plain in Thailand, including Capital 

region of Bangkok, is replaced to GSHP systems using groundwater source heat. Power 
consumption is reduced, contributing to alleviate electrical power supply and demand. 

Impact 2: Reduction of power consumption contributes to reduce emissions of air contaminants 
from thermal power plants. In addition, CO2 emissions are reduced, contributing to the 
mitigation of global warming. 

Impact 3: The exhaust heat of cooling is released to aquifers by replacing to GSHP system using 
groundwater source heat. Since the heat released into the atmosphere from air-cooled heat 
pump is reduces, it contribute to mitigate heat island phenomenon not only in Capital region of 
Bangkok but also in other cities at the Chao Phraya Plain in Thailand. 

Impact 4: GSHP systems that use groundwater source heat are spread in delta regions of Asian 
countries such as Hanoi and Ho Chi Minh in Vietnam. Introduction of GSHP system reduce 
power consumption in these countries and contribute to alleviate electrical power supply and 
demand. Furthermore, as the heat exhausted from heat pumps for cooling is released to 
aquifers, it contributes to mitigate heat island phenomenon. 
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